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第１章 計画策定の背景と目的 

１ 公共施設等個別施設計画の目的 

  全国の地方公共団体においては、高度成長期から平成中盤にかけて多くの公共施設が建設

され、地域住民の健康的で豊かな生活に資する施設として多くの方に利用されています。しか

し、昨今では老朽化が顕在化しており、今後多くの公共施設が更新の時期を迎えることとなり

ます。 

 総務省は２０１４年４月、全国の地方公共団体に対して公共施設等の総合的かつ計画的な

管理の推進を図るため、早急に公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点をもって、更

新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、

公共施設等の最適な配置を実現することが必要であることから公共施設等総合管理計画策定

の要請を行いました。これに基づき本町では２０１６年度に広野町公共施設等総合管理計画

を策定致しました。 

  この計画を推進させるためには、保有する個別施設ごとに現況を把握するとともに今後の

具体的な対応方針を定め、着実に実行させていく必要があります。 

 本計画は、個別施設ごとの具体的な対応方針を定める計画として、点検・診断によって得ら

れた個別施設の状態や維持管理・更新等にかかる対策の優先順位の考え方、対策の内容や実施

時期を定め、長期的な公共施設の維持管理を行っていくために策定するものであります。 
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図表１－１ 本計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国：インフラ長寿命化計画 

県：公共施設等適正管理推進事業 

個別施設計画 

（道路） 

個別施設計画 

（学校施設） 

個別施設計画 

（公共施設） 

個別施設計画 

（橋りょう） 

広野町公共施設等総合管理計画 

第五次広野町町勢振興計画 
広野町復興計画（第二次） 
広野町国土利用計画（第二次） 
広野町まち・ひと・しごと創生総合戦略 
広野町教育大綱 
第二次広野町教育ビジョン 
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２ 計画の対象施設 

本計画の対象施設は、本町が所有する公共施設（建築物）とします。 

  ただし、以下の施設・資産を除きます。 

① 別途長寿命化計画を策定・策定予定の施設 

・公営住宅 

・下水道施設 

 

図表１－２ 本計画の対象施設の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物件 基金 

対象範囲：公共施設 
（建築物） 

土地 その他 

債券 

学校教育系施設 
文化系施設 
スポーツ・レクリエーション系施設 
子育て支援施設 
保健・福祉施設 
行政系施設 
公園 
その他 

※別途個別施設計画策定 
町道舗装 
橋りょう 
下水道 
農道 
林道 等 

その他 

町有財産 

※別途個別施設計画策定 
公営住宅 

インフラ資産 
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３ 計画期間 

 公共施設等総合管理計画では計画期間を１０年としていますが、本計画はより長期的な視

点で施設をとらえ、適宜計画の見直しを図りながら維持管理を継続していく必要があること

から、２０２１年度から２０６０年度までの４０年間を計画期間とします。 

また、取組の時期を明確にするため、計画期間は１０年ごとに区切り第Ⅰ期～第Ⅳ期に細分

し、基ごとに見直しを行っていきます。本計画では特に第Ⅰ期（２０２１年度から２０３０年

度）に重点を置いています。 

各期１０年間の中では、毎年の日常点検や定期的な法定点検結果を記録し、施設カルテの更

新や評価データの更新を継続することにより、５年経過時に中間見直しとして内容の全体精

査を図り、情報の精度を高め、メンテナンスを加えていくこととします。さらに社会情勢の変

化等にも臨機応変に対応していきます。 
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第２章 広野町の現状と将来の見通し 

 １ 総人口・年代別人口の現状と将来の見通し 

（１）人口・世帯 

 本町の住民基本台帳人口及び世帯数は、２００１年の５，９５７人をピークとし、以降減少

傾向が続いています。世帯数は増加傾向で推移しており、２０１５年には２，０００世帯を超

え、２０２０年には２，１８７世帯となっています。１世帯当たりの人員は２０２０年には２．

２人まで減少しています。 

 また、現居住者数人口は２０２０年９月末日時点で４，２４７人であり、同日の住民基本台

帳人口との割合を示した帰還率は８９．３％となっています。 

 ２０１６年３月に策定された広野町まち・ひと・しごと創生総合戦略の広野町将来推計人口

によると、２０２５年には３，４４６人、２０３０年には３，１６７人と推計され、更なる人

口減少が想定されています。 

 年齢層ごとに見てみると、６５歳以上となる老年人口の割合が２０１５年の２８．７％から

２０３０年には３６．１％と上昇し、そのうち７５歳以上の割合は１４．６％から２０．４％

と５．８％も高まることが見込まれ、超高齢化社会が現実となりつつあります。 

 

図表２－１ 住民基本台帳人口・世帯・１世帯当たりの人員の推移 

 
出典：住民基本台帳人口 各年 9 月末日現在 
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図表２－２ 現居住者人口及び将来推計人口 

 

出典 現居住者人口 各年 9 月下旬現在 

   帰還率は現居住者人口の各年 9 月末日時点住民基本台帳人口に占める割合 

   2025 年・2030 年は広野町まち・ひと・しごと創生総合戦略 広野町将来人口推計結果 

 

図表２－３ 年齢層別人口割合 

 2015 年 
4,002 人 

2030 年 
3,167 人 

増減率 
-20.9% 

老年人口 
（65 歳以上） 

28.7% 36.1% 7.4% 

うち 75 歳以上 14.6% 20.4% 5.8% 

生産年齢人口 
（15～64 歳） 

59.2% 53.7% -5.5% 

年少人口 
（0～14 歳） 

12.0% 10.3% -1.7% 

出典 広野町まち・ひと・しごと創生総合戦略 広野町将来人口推計結果 

   2015 年の人口・割合は基準人口（居住意向あり） 
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（２）児童生徒数 

本町の児童生徒数は東日本大震災前までは人口の減少及び少子化の影響から減少傾向で推

移していました。２０１１年の東日本大震災の影響により、県内外の避難先の学校に転校のた

め大幅に減少し、避難指示の解除以降は町へ戻る児童生徒が年を追うごとに増えてきていま

すが、震災前の２０１０年と比べるとその半分の水準にとどまっています。 

図表２－４ 児童生徒数の推移 

 
 

広野町まち・ひと・しごと創生総合戦略の将来人口推計結果の０～１４歳の年少人口を見る

と、２０１５年の４８１人から２０３０年には３２５人に減少すると予測されており、児童生

徒数の推移は今後減少となることが想定されます。 

図表２－５ 年少人口の予測 

 
出典 広野町まち・ひと・しごと創生総合戦略 広野町将来人口推計結果 

   2015 年の人口・割合は基準人口（居住意向あり） 
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 ２ 財政の現状と将来の見通し 

（１）歳入の状況 

  本町の歳入状況は、東日本大震災前は約４０億円で推移してきましたが、震災後は大幅に増

加し約１８０億円規模となった年度もありました。２０１６年以後は復興事業が一段落した

ことから年々減少し、２０１９年度は約５４億円となっています。 

歳入の大幅な変動の要因は主に国庫支出金、都道府県支出金となっており、基幹的な収入で

ある地方税は比較的安定しています。 

２０１９年度の内訳は地方税が４６．８％と最も多く、次いでその他特定財源が２４．６％、

都道府県支出金が１１．５％となっています。 

 

図表２－６ 歳入の推移 

 
出典 広野町決算統計（各年度） 
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図表２－７ ２０１９年度歳入の内訳 

 
出典 広野町令和元年度決算統計 

 

（２）歳出の状況 

本町の歳出状況は、歳出同様に東日本大震災後大幅に増加しましたが、２０１６年以後は

年々減少し、２０１９年度は約４８億円となっています。 

内訳では物件費、補助費等、投資的経費が一時期大幅に増加となりましたが近年は震災前の

水準に戻りつつあるのに対し、維持補修費が２０１７年度より大幅な増加をみせています。 

２０１９年度の内訳は物件費が２２．９％と最も多く、次いで投資的経費が１９．６％、補

助費等が１５．６％となっています。 
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図表２－８ 歳出の推移 

 
出典 広野町決算統計（各年度） 

図表２－９ ２０１９年度歳入の内訳 

 
出典 広野町令和元年度決算統計 
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（３）投資的経費の状況 

 公共施設・インフラ施設の整備及び更新の財源となる投資的経費の過去５年間の推移を見

ると、年間平均全体では約１８．４５億円となります。ただし、この数字は復興事業に伴う整

備を含んでおり、東日本大震災前の５年間（２００６～２０１０年）の平均を見ると約１０．

６６億円となります。 

  投資的経費については当面は高い水準で推移すると見込まれますが、長期的には震災前の

水準に収束していくことが予想されることから、本計画では過去５年間の平均値と震災前の

５年間の平均値の二つの数値で検証を行います。 

 

図表２－１０ 投資的経費の推移 

 
出典 広野町決算統計（各年度） 
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第３章 公共施設マネジメントについて 

 １ 公共施設マネジメントとは 

  本町においては昭和５０年代以降多くの公共施設が建設されたことにより充実したストッ

クを有しています。 

 東日本大震災からの復興事業により新しい建物も増えている一方、築５０年を経過する広

野中学校校舎をはじめ集会施設など経年劣化が進んだ建物も目立っており、今後多くの施設

において大規模改修または建て替えなどの検討が必要となります。 

 一方で財政は厳しい状況が続いており、今後の高齢化の進行により公共施設の利用需要の

変化は避けられないものとなっています。 

 このことを考えると、保有する公共施設を継続的に維持管理していくためには、長期的な視

点に立った老朽化対策、適切な維持管理・修繕の実施、トータルコストの削減・平準化、計画

の不断の見直し、充実が欠かせず、施設の長寿命化や状況によっては施設の統廃合も進めてい

く必要があります。これらの一連の取組を公共施設マネジメントと呼んでいます。 

 ２ 上位計画等との関連 

 個別施設計画は、その上位となる計画と矛盾しないように進める必要があります。上位計画

として位置づけられるものとして、「第五次広野町町勢振興計画基本構想・基本計画」、「広野

町復興計画（第二次）」、「広野町国土利用計画」、「広野町まち・ひと・しごと創生総合戦略」、

「広野町公共施設等総合管理計画」があります。 

 学校教育に関しては、「広野町教育大綱」「第二次広野町教育ビジョン」に基づき幼・小・中

を通じた教育が進められています。 

 また、本計画は国が示した「インフラ長寿命化基本計画」（２０１３年１１月）、総務省によ

る「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について」（２０１４年４月）、「公共施設等

総合管理計画の策定にあたっての指針の改訂について」（２０１８年２月）を踏まえて策定し

ます。 

 なお、計画の実行にあたっては、防災マップ（ハザードマップ）に示された災害が想定され

る区域についても十分留意する必要があります。 
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 （１）第五次広野町町勢振興計画 基本構想・基本計画 

２０１６年３月に策定された第五次広野町町勢振興計画基本構想では、「子どもの歓声とと

もに 新たな時代を拓くまち 広野」を将来像に２０２５年までを計画期間として町の将来

ビジョン、そしてそれを実現するためのまちづくりの指針となる広野町の基幹となる計画が

まとめられています。 

基本計画は前期・中期・後期の三期に分け、行政が重点的に取り組む施策や実現のための工

程を示した町政経営の指針となる行政計画となっています。 

基本構想の「まちづくりの基本方向」で明らかにされた施策のうち、公共施設に関連する事

項については以下の通りとなります。 

「子どもたちを安心して育てることのできるまち」では、地域の子育て拠点の整備、学校や

家庭、地域が連携し、学力や体力、社会性や豊かな人間性を養うことができる学校づくりが示

されています。 

「だれもが明るくいきいきと暮らせるまち」では、身近な地域での多世代交流サロンやコミ

ュニティカフェ等の交流の場づくり、一時医療圏として町民の日常生活に密着した医療・保

健・福祉サービスの確保・充実、生涯学習の拠点づくり、Ｊヴィレッジ等を拠点とするスポー

ツ交流の推進が打ち出されています。 

「双葉郡復興の拠点となる環境と共生した利便性の高いまち」では、ＪＲ広野駅周辺地域の

整備、コミュニティセンター（商業施設集積）を核としたＪＲ広野駅西側への生活関連サービ

スの集積、再生可能エネルギーやスマートコミュニティの普及促進が掲げられています。 

「社会の要請に応え活気と活力のあるまち」では、公共施設等の情報通信環境の充実が、「顔

の見えるネットワークやコミュニティがいきいきとしたまち」では、行政区等の再編見直しと

ともに地域コミュニティ育成支援に取り組み、町民一人一人が地域コミュニティの一員とし

てコミュニティ活動に積極的に参画できるまちづくりを進めるとあります。 

 （２）広野町復興計画（第二次） 

  町勢振興計画の策定後に発生した東日本大震災及び原発事故により生じた新たな課題等に

対処するため、２０１２年３月に広野町復興計画が策定され、２０１４年３月に見直しを行い

ました。 

町民一人ひとりの生活の復興を目的として、「みんなでやろう 広野復興プラン ～未来へ

つなぐ 子どもが夢と希望を～ 」を基本理念として「誰もが安心して暮らせるまちづくり」

「災害に強い都市基盤と心のネットワークによる安全・安心なまちづくり」「２１世紀の世界

を担う新たな産業創出による賑わいのまちづくり」「双葉地域の復興を担うまちづくり」の４

つの基本方針のもと、復興に向けた施策が計画されています。 

町民生活復興のための施策では次の事項が掲げられています。 

人づくり・教育の復興では地震による被害を受けた学校、社会教育施設の復旧、文教施設の
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耐震補強、保育施設の整備、幼保一元化、使用不能となっている公園、社会教育・体育施設の

再開のための整備を進めていくこととされています。 

農林業の復興では農地・農業生産基盤施設等の整備の支援、効率的かつ安定的な農業経営に

向けた国・県等関係機関が一体となった農業者への支援が、商業の復興では大手スーパー等の

誘致がそれぞれ示されています。 

新たな防災体制の確立では防災備蓄倉庫の整備が、地域コミュニティ、絆の再生では地域ご

との防災訓練の実施や自主防災組織の構築の促進、防災資機材等の確保など機能強化の支援、

小さいエリアによる交流事業を促し、コミュニティの再生と、人と人との繋がりの回復など、

新たな取組に対しての支援などを行うとされました。 

また、双葉地域復興のための施策では文教施設の拡充として中高一貫校の整備、双葉地域の

広域的な機能を担っている文教施設の町内への立地、整備、高等教育機関との連携、双葉地域

の復興として公共・公益機能の集約再編が打ち出されています。 

新たな時代へ発展するための施策の中では公共施設をはじめ、住宅、事業所等へのスマート

コミュニティの導入推進が取り上げられています。 

復興計画の目標は２０２１年度となっており、これらの施策の取組は着実に進行していま

す。 

 （３）広野町国土利用計画（第二次） 

  ２０１６年６月に策定された広野町国土利用計画（第二次）では、利用区分別の町土利用の

基本方向として、住宅地では生活関連施設の整備を計画的に進めながら、地震などの災害に強

い良好な居住環境が整備されるよう周囲の自然的土地利用との調整と災害に対する地域の自

然的・社会的特性を踏まえた適切な町土利用に配意しつつ必要な用地の確保を図るとありま

す。 

 その他の用地では広野駅西口の中心商業地を役場前に整備される公設商業施設と併せて広

野駅と一体となった魅力ある商業地として必要な用地の確保を図るとされています。 

 またその他として学校教育施設、公園緑地、厚生福祉施設、交通施設等の公用・公共用施設

の用地については、町民生活上の重要性とニーズの多様化を踏まえ、環境の保全に配慮して、

必要な用地の計画的な確保を図るほか、避難施設、防災公園や備蓄倉庫など防災拠点の整備の

強化推進とともに、施設の整備に当たっては、耐災性の確保と災害時における施設の活用を図

ると記載されています。 

 地域別の該当では国道６号沿いの町役場周辺が公共公益施設が集積する町民生活の中心と

なるシビックゾーンとして位置づけられています。 

 また折木地区の国道６号沿いに大規模災害に備えた防災拠点・情報発信機能等を備えた多

機能型となる道の駅の整備が予定されています。 
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（４）広野町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 ２０１６年３月策定の広野町まち・ひと・しごと創生総合戦略で示された施策パッケージで

は、「若い世代が働く場があるまち」の主な取組で二ツ沼総合公園内温室等における植物（葉

物野菜等）工場検討が挙げられ、現在国産バナナの栽培・販売が行われています。 

 「若い世代が安心して子育てができるまち」では、ゆとりをもって子育てができる環境づく

り・子育てを支えるまちの実現のための主な取組の多くで広野こども園・広野町児童館などの

施設がかかわっています。 

 「若い世代が愛着をもって住むことができるまち」では、Ｊヴィレッジ等を活用したスポー

ツ・文化交流事業等を促進するとあり、主な取組の中でも二ツ沼総合公園等の自然環境を活か

した地域づくりや新生Ｊヴィレッジ復興・再整備事業等を通じた広野町ブランドの訴求が進

められており、２０２１年春よりＪＦＡアカデミー福島が再開の運びとなりました。 

 （５）広野町公共施設等総合管理計画 

  ２０１７年３月に策定された広野町公共施設等総合管理計画では、２０１６年度から２０

２５年度までの１０年間を計画期間として、今後の公共施設等の維持管理における方針が掲

げられています。 

具体的には安全の確保（旧耐震基準公共施設等の耐震診断・改修・更新、陥没損傷施設の立

入制限、応急修繕など）、予防保全型の維持管理への移行、人口規模にあった公共施設等の統

廃合、廃止検討、有効活用、施設更新時の機能集約・複合化の検討が示されています。 

 （６）広野町教育大綱 

  ２０１５年７月に策定された広野町教育大綱では、広野町の学校教育の基本方針として幼・

小・中一貫教育を柱に、学校・家庭・地域が一体となり、豊かな学びの環境を創造し、美しい

自然や町民間の温かな人間関係の中で、子どもたちがのびのびと育ち、未来を切り拓く力を身

につけることができる魅力ある教育の実現をめざすとされています。 

  また教育目標として学校教育では「夢や希望を抱き未来をたくましく生き抜く幅広い見識

と創造性の育成」、生涯学習では「広く求めて 広がる知識 広い輪になる広野町」が掲げら

れ、重点施策が展開されています。 
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 （７）第二次広野町教育ビジョン 

  広野町教育大綱に基づき、２０２０年４月に策定された第二次広野町教育ビジョンでは、教

育目標である「夢や希望を抱き 未来をたくましく生き抜く 幅広い見識と創造性の育成」の

もと、①確かな学力を育成する学校教育の推進 ②地域と学校が協働する学びの創造 ③グ

ローバル人材を育成する教育の推進 ④学びのセーフティネットの構築の４つの体系に沿っ

た施策が展開されています。主な施策として園・小・中の連携、学校・家庭・地域の協働、学

びの場が保障される環境の整備などが掲げられています。 

 （８）防災マップ（ハザードマップ）  

  自然災害への対策として、２０２０年に広野町防災マップ（ハザードマップ）が作成されて

います。  

  防災マップには土砂災害警戒区域・特別警戒区域、土砂災害危険箇所の範囲、津波浸水想定

の範囲と浸水深が示されています。 

公共施設の適正な配置を実現させるにあたっては、自然災害が想定される区域を考慮して 

検討を行う必要があります。 
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 ３ 公共施設の評価 

  公共施設マネジメントを進めるためには、施設の現状を把握し、客観的に判断する指標が必 

要となります。本計画では客観的データとして、以下の情報を収集し、公共施設の評価を行っ

ています。 

施設評価は、個別施設の今後のあり方を検討するうえでの判断材料として使用しています。  

（１） 評価の対象とする施設・建物 

施設評価の対象とする施設・建物については次の通りとします。 

  ①施設 

学校教育系施設－学校、その他教育施設 

  文化系施設－集会施設 

 スポーツ・レクリエーション系施設－スポーツ施設 

  子育て支援施設－こども園、幼児・児童施設 

  保健・福祉施設－高齢福祉施設、保健施設 

  行政系施設－庁舎等、消防施設 

  公園－公園 

② 建物 

①の施設に分類される施設の建物とします。ただし、以下に該当するものを除きます。 

広野小学校浄化槽ポンプ室・消火栓ポンプ室・プール付属棟 

広野中学校プール更衣室 

広野町学校給食共同調理場渡廊下・ボイラー室 

広野町築地ヶ丘体育館 

広桜荘車庫 

二ツ沼公園フラワーパーク温室（３棟）・屋外トイレ 
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（２） 品質面：建物性能 

建物性能にかかわる評価として、耐震性能、老朽化状況、主体構造、大規模改修状況、福

祉性能、省エネ性能・建物点検結果の７項目に区分して評価を行っています。 

図表３－１ 評価基準 

評価基準 

①耐震性能 ５点：新耐震基準（建築年が１９８１年度以降） 

４点：旧耐震基準（建築年が１９８１年度以前）であるが耐震性有 

（Ｉｓ値０．７２以上） 

３点：旧耐震基準であるが耐震性有（Ｉｓ値０．６以上） 

２点：旧耐震基準であるが今後耐震改修の計画あり 

１点：旧耐震基準であるが今後耐震改修の計画無し 

②老朽化状況 

 

法定耐用年数に対する建築経過年数の割合を以下の区分で評価。 

５点：０％以上２５％未満 

４点：２５％以上５０％未満 

３点：５０％以上７５％未満 

２点：７５％以上１００％未満 

１点：１００％以上 

③主体構造 ５点：主体構造が鉄骨鉄筋コンクリート、鉄筋コンクリート、 

プレキャストコンクリートなど 

３点：主体構造が鉄骨造、軽量鉄骨造など 

１点：主体構造が木造、コンクリートブロックなど 

④大規模改修状況 ５点：建築後１０年以内の建物（大規模改修が不要） 

４点：建物本体の大規模修繕を実施 

３点：設備の改修を実施 

２点：未実施だが、改修計画あり 

１点：未実施 

⑤福祉性能 エレベーター、多目的トイレ、車いす用スロープ、自動ドア、手すり、

点字ブロックの６項目のうち、対応している項目数に応じて評価。 

※不要な項目は対応済として評価。 

５点：４項目以上対応済 

４点：３項目対応済 

３点：２項目対応済 

２点：１項目対応済 

１点：未対応 
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評価基準 

⑥省エネ性能 太陽光発電、ＬＥＤ照明、省エネエアコン、その他節電設備、節水トイ

レ、雨水・地下水利用、節水蛇口、その他節水設備の８項目のうち、対

応している項目数に応じて評価。 

５点：４項目以上対応済 

４点：３項目対応 

３点：２項目対応 

２点：１項目対応 

１点：未対応 

⑦建物点検結果 図表３－２の項目について点検を実施し、以下の４段階で判定。 

 

重度：施設の機能上又は使用上支障をきたす劣化状態であり、早急に 

修繕措置が必要である→０点 

中度：劣化現象が顕在化している状態であるが、施設の機能上、使用上 

は支障がなく、修繕措置は次年度以降（２～３年後）に伸ばす 

ことが可能である→２５点 

軽度：劣化現象が顕在化している状態であるが、経過観察とする 

→５０点 

良好：劣化はなく、修繕措置は当面必要ない→７５点 

 

外構、屋上・屋根、外壁・開口部、内部仕上材、主要設備の５部位ごと

に各部位の平均点を計算し、その合算値を評価点とし５段階で評価。 

各部位の平均点：各部位の点検項目の合計点÷各部位の点検項目数 

 

５点：評価 325 点以上 

４点：評価 300 点以上 325 点未満 

３点：評価 275 点以上 300 点未満 

２点：評価 250 点以上 275 点未満 

１点：評価 250 点未満 
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図表３－２ 建物点検項目 

場所 調査、点検箇所・要点 

建
物
外
部 

１
外
構 

① 建物周辺地盤の著しい沈下、隆起がないか 

② 舗装など建物周辺地盤の不陸や傾斜がないか 

③ 側溝や桝に著しい傾きや滞水、側溝蓋に損傷はないか 

④ 塀や擁壁に著しいひび割れ、傾斜はないか 

⑤ 校門、囲障（フェンス、植栽等）の破損はないか※ 

２
屋
上
・
屋
根 

① 全体にき裂、はがれ、ふくれなどがないか 

② パラペットに浮き、き裂、損傷、腐食、漏水痕がないか 

③ 排水溝、孔に損傷やごみの詰まりは見られないか 

④ 排水溝、孔に雑草などが見られないか 

⑤ 屋根材の塗装被膜に劣化剥離はないか 

⑥ 屋根にサビはないか 

３
外
壁
・
開
口
部 

① 建物に傾斜又は変形がないか 

② 鉄骨等にサビや腐食がないか 

③ 外壁仕上材にき裂や浮き等の劣化、はく落のおそれはないか 

 （タイル、モルタル、石等） 

④ 外壁、外装の吹付材などの塗装に浮きはく落の恐れはないか 

⑤ 目地シーリング材のき裂等の劣化はないか 

⑥ 金属パネル材に変色、退色、ふくれ、はがれ腐食等がないか 

⑦ 広告板、空調整備等の支持部分に腐食や損傷はないか 

⑧ 外部階段や手すりに利用に支障のある腐食、損傷がたつきはないか 

⑨ 基礎コンクリートに鉄筋露出やひび割れ、白華、沈下、欠損はないか 

⑩ 窓廻りのシーリングにき裂、ふくれがないか 

⑪ 窓ガラスにき裂、損傷はないか 

⑫ 建具の開閉に著しいガタツキはないか 

⑬ 施錠、開錠に不具合はないか 

⑭ 外部照明に腐食や損傷はないか 

⑮ ガラスブロック壁に面外へのずれやせり出しはないか※ 

⑯ ガラスブロックの欠損、ひび割れや目地部の損傷はないか※ 

建
物
内
部 

４
内
部
仕
上
材 

① 柱、梁に変形やき裂がないか 

② 壁面にき裂やひび割れがないか 

③ 鉄骨に著しいサビ、腐食等がないか 

④ 鉄骨の耐火被覆の剥がれがないか 

⑤ 天井材に著しいずれ等がないか 
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場所 調査、点検箇所・要点 

建
物
内
部 

 

４
内
部
仕
上
材 

⑥ 天井材、壁材にあばれ、き裂、浮き、はく離、雨漏り跡がないか 

⑦ 点検口本体及び枠に変形、腐食がないか 

⑧ 防煙壁にき裂、破損、変形等はないか 

⑨ スチール製、木製の窓枠に著しい腐食がないか 

⑩ 目地シーリング材等に腐食、き裂、硬化劣化がないか 

⑪ シャッターの作動状況は良好か 

⑫ シャッター（防火シャッター含む）にサビや腐食はないか 

⑬ 防火扉の作動状況は良好か 

⑭ 防火扉が障害物で作動を妨害されていないか 

⑮ 撤去された防火扉はないか 

⑯ 床面に損傷はないか 

⑰ 床面に傾斜はないか 

５
主
要
設
備 

① 照明は点灯するか 

② 排気口、給気口等に通気不良となる塵埃障害物はないか 

③ 排気口、給気口等に割れ等の著しい損傷、変形、腐食がないか 

④ 防煙壁にき裂、破損、変形等はないか 

⑤ 便所、給湯室使用時に換気扇、送風機等が作動し排気しているか 

⑥ 非常用照明は点灯するか 

⑦ 非常用照明に著しい変形、損傷はないか 

⑧ コンセント、接続端子等に損傷、接続不良はないか 

⑨ 冷暖房設備は正常に作動するか 

⑩ 室外機に破損や腐食はないか 

⑪ 衛生設備（洗面台、水栓、便器等）に損傷はないか 

⑫ 水栓からの流量や水質（赤水など）に問題はないか 

⑬ トイレほか排水口の排水は良好か、異臭はないか 

⑭ 湯沸し器、コンロ、ガスボンベ等から異臭、発熱はないか 

⑮ 高架水槽及びその架台、基礎に損傷、変形、腐食などないか 

⑯ 自家発電設備、受変電設備から異音、異臭等ないか 

⑰ 照明器具の取付金具に変形、腐食、緩みは見当たらないか※ 

⑱ 放送機器・体育器具の取付金具に変形、腐食、破損は見当たらないか※ 

※ 外構⑤、外壁・開口部⑮⑯、主要設備⑰⑱は学校施設のみ調査点検実施 

上記の①～⑦までの各項目に対して、ランク１の１点～ランク５の５点までの点数化を行 

い、７項目の合計点を建物評価点としています。 

さらに、各項目の評価結果から、下記に示す５類型に分類しています。 
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図表３－３ 類型一覧 

区分 内容 

【類型５】 大きな課題のない施設 

■耐震性、老朽化、福祉性能、省エネ性能、建物点検結果がいずれも良好で、

大きな課題が見られない施設 

・[耐震性能]がランク３以上、[老朽化状況][大規模改修状況]がランク４以

上、[福祉性能][省エネ性能][建物点検結果]がともにランク３以上の施設 

・または、[耐震性能]がランク３以上、[老朽化状況]がランク３以下、[大規模

改修状況]がランク４以上、[福祉性能][省エネ性能][建物点検結果]がともに

ランク３以上の施設 

【類型４】 機能面で改善の余地がある施設 

■耐震性、老朽化に問題はないが、福祉性能・省エネ性能に改善の余地がある

または建物点検結果で対応を要する項目のある施設。 

・[耐震性能]がランク３以上、[老朽化状況][大規模改修状況]がランク４以

上、[福祉性能][省エネ性能][建物点検結果]のいずれかがランク２以下の施

設 

・または、[耐震性能]がランク３以上、[老朽化状況]がランク３以下、[大規模

改修状況]がランク４以上、[福祉性能][省エネ性能][建物点検結果]のいずれ

かがランク２以下の施設 

【類型３】 大規模改修等の検討が必要となる施設 

■耐震性に問題はないが、老朽化が進行しつつあり、大規模修繕・改修または

建て替えの検討が必要となる施設 

・[耐震性能]がランク３以上、[大規模改修]がランク３以下の施設 

【類型２】 耐震化の検討が必要となる施設 

■老朽化の進行はないが、または進行していても大規模修繕・改修が実施済で

あるが、耐震化の検討が必要となる施設 

・[耐震性能]がランク２以下、[老朽化状況]がランク４以上の施設 

・または、[耐震性能]がランク２以下、[老朽化状況]がランク３以下、[大規模

改修]がランク４以上の施設 

【類型１】 耐震性の確保・老朽化対策が必要な施設 

■耐震性の確保に加えて、老朽化が進行し、大規模修繕・改修や建て替え等が

必要な施設 

・[耐震性能]がランク２以下、[老朽化状況]がランク３以下、[大規模改修]が

ランク３以下の施設 
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（３）財政面：維持管理コスト 

維持管理コストにかかる評価として、２０１７年度から２０１９年度までの過去３年間の

事業運営や保有にかかる維持管理経費をもとに、年平均の延床面積１㎡当たりコスト及び利

用者または利用回数当たりコストを算出し、比較を行っています。 

 

図表３－４ 費用一覧 

項目 内容 

人件費 施設の運営等にかかる人件費 

燃料・光熱水費 燃料、電気、ガス、水道料金等にかかる費用 

修繕料 工事等大規模なものを除く施設の修繕にかかる費用 

その他需用費 旅費、消耗品費、被服費、食糧費、印刷製本費、借地の賃借料等の費用 

委託料 事業運営（事業委託料）にかかる費用や保有（保守点検等）にかかる費用 

その他支出 補助金、賄材料費・飼料費、通信運搬費、手数料、保険料、原材料費、備

品購入等にかかる費用 

 

１㎡当たりコスト及び利用者または利用回数当たりコストは評価対象施設について全施

設・同じ用途（大分類）でそれぞれ偏差値を求め、以下の通り点数化を行います。 

偏差値はコストが低くなるほど高い値が出るように計算を行っています。 

ただし、全体の中で数値に極端な差（外れ値）がある場合は、その値を除外したかたちで

偏差値を求めます。 

  

５点：偏差値６５以上    （コストはかなり低い） 

４点：偏差値５５以上６５未満（コストはやや低い） 

３点：偏差値４５以上５５未満（コストは平均的） 

２点：偏差値３５以上４５未満（コストはやや高い） 

１点：偏差値３５未満    （コストはかなり高い） 
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（４）供給面：利用状況 

利用状況にかかわる評価として、原則として２０１７年度から２０１９年度までの利用状

況を調査して過去３年間の平均利用者数から１㎡あたり利用人数または１０㎡当たり利用回

数を求めています。 

 

図表３－５ 供給面比較指標一覧 

用途分類 比較指標 

学校 過去３年間の児童・生徒・職員数×授業日数の平均 

その他教育施設 

（給食施設） 

過去３年間の職員数×授業日数の平均 

集会施設 過去３年間の施設利用回数の平均 

スポーツ施設 過去３年間の施設利用者数の平均 

こども園 ２０１９年度の園児・職員数×開園日数 

幼児・児童施設 過去３年間の施設利用者数の平均 

高齢福祉施設 ２０１６年度の施設利用者数 

保健施設 過去３年間の施設利用者数の平均 

庁舎等 過去３年間の町職員数×開庁日数の平均 

消防施設 過去３年間の施設利用者数の平均 

公園 過去３年間の施設利用者数の平均 

 

１㎡当たり利用人数または１０㎡当たり利用回数は評価対象施設について全施設・同じ 

用途（大分類）でそれぞれ偏差値を求め、以下の通り点数化を行います。 

偏差値は利用者数が多くなるほど高い値が出るように計算を行っています。 

ただし、全体の中で数値に極端な差（外れ値）がある場合は、その値を除外したかたちで

偏差値を求めます。 

 

５点：偏差値６５以上    （利用者はかなり多い） 

４点：偏差値５５以上６５未満（利用者はやや多い） 

３点：偏差値４５以上５５未満（利用者は平均的） 

２点：偏差値３５以上４５未満（利用者はやや少ない） 

１点：偏差値３５未満    （利用者はかなり少ない） 
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（５）評価 

 上記の基準で判定した評価点は、縦軸に財政と供給、横軸に品質（建物性能）を置いて二軸

評価を行います。 

縦横が同じ範囲となるように、各項目の合計点を項目数で割った値で評価を行います。 

 

図表３－５ 二軸評価グラフ・区分一覧 

 縦軸：（財政評価点＋供給評価点）÷３ 

 横軸：建物評価点÷７ 

 

 

 

※右上のＡが「良い」、左下のＥが「悪い」という評価となります。 

（６）公共施設カルテ 

公共施設の現状を把握する資料として、施設の基本情報や評価結果、また機能や施設性能の

両面から課題等を整理した公共施設カルテを作成します。 
公共施設カルテは、本計画上の公共施設を対象に作成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 対応 方向性の考え方 

A 継続 現状維持・長寿命化を基本とする 

B1 向上 施設性能の向上を検討する 

B2 向上 費用対効果の向上を検討する 

C1 改善 施設性能の改善を検討する 

C2 改善 施設性能と費用対効果、両方の改善を検討する 

C3 改善 費用対効果の改善を検討する 

D1 見直し 施設性能の見直し（建て替え改修等）を検討する 

D2 見直し 費用対効果の見直し（機能移転等）を検討する 

E 要見直し 施設性能と費用対効果、両方の見直しが必要である 
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４ 対策の優先順位の考え方 

公共施設マネジメントの取組は、上位計画等との関連及び公共施設の評価に基づき、広野町

公共施設等総合管理計画の公共施設の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針に沿って進

めます。この中で取る対策の優先順位については、以下の通りとなります。 

① 優先順位の設定は、施設の重要性や定期的な点検・診断などの結果を踏まえて行います。 

② 耐震改修が未実施となっている施設については、優先的に対策を実施します。 

③ 指定緊急避難場所・指定避難所・福祉避難所に指定されている施設については、優先的

に対策を実施します。 

④ 利用対象が年少者・障害者・高齢者となっている施設については、優先的に対策を実施

します。 

⑤ 防災マップで自然災害の発生が想定されているエリアに位置する施設については、優先

的に対策を実施します。 

⑥ 定期的な建物点検・診断の結果、評価が２点以下の施設については優先的に修繕の対象

とします。 

⑦ 上記の条件に複数該当する施設についてはより優先的に対策を実施することが必要な

施設として対応します。 
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第４章 施設分類別から見る公共施設の状況について 

１ 施設分類別の状況と将来の見通しについて 

 ここでは、本計画の取組方針に基づき、施設分類別に施設の状況と点検結果、現状と課題につ

いて整理を行います。 

（１）学校教育系施設 

施設数：３施設 延床面積：１２，２５１．６８㎡ 

 

① 現状と課題 

・広野小学校・広野町学校給食共同調理場が中央台に各 1 施設、広野中学校が下浅見川に

1 施設あります。 

・広野小学校は建築後３０年超となり、全体的に経年劣化が進んでいます。 

 

② 各施設の状態 

図表４－１ 品質面：建物性能 

基礎情報 品質面：建物性能 

施設名称 
施設用途 
中分類 

避難所 
指定 

耐震性能 老朽化状況 

耐震 
補強 

評 
価 

代表 
建築 
年度 

経過 
年数 

法定
耐用
年数 

老朽化 
状況 

評 
価 

広野小学校校舎 
（校舎） 

学校 緊・指 新 5.0  1985 34 47 72.3% 3.0  

広野小学校校舎 
（体育館） 

学校 緊・指 新 5.0 1986 33 47 70.2% 3.0 

広野中学校校舎 
（校舎） 

学校 緊・指 済 4.0  1970 49 47 104.3% 1.0  

広野中学校校舎 
（実習棟） 

学校 緊・指 新 5.0 2012 7 47 14.9% 5.0 

広野中学校校舎 
（体育館） 

学校 緊・指 新 5.0 1990 29 47 61.7% 3.0 

広野町学校給食 
共同調理場 

その他教育施設 無 新 5.0  1987 32 41 78.0% 2.0  

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

   4.3     2.6 

避難所指定 緊：指定緊急避難場所 指：指定避難所 
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・広野中学校は校舎の耐震改修を２０００年度に実施していますが、法定耐用年数を経過

しており、コンクリートをはじめ全体的に劣化が進んでいます。 

・広野町学校給食共同調理場は広野小学校・中学校の児童生徒向けの給食の調理を行って

います。調理場設備が現行の学校給食施設及び設備の整備及び管理にかかる衛生管理

基準に達していないため、設備を含めた早急な大規模改修が必要です。 

・将来人口推計では年少人口は漸減傾向となっており、児童生徒数ともに減少が見込まれ

ます。 

・いずれも町内の子どもへの義務教育を行うために必要な施設であり、今後も継続して維

持管理を行っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

主体構造 SRC：鉄骨鉄筋コンクリート造 RC：鉄筋コンクリート造 

 

 

 

品質面：建物性能 

主体構造 大規模改修状況 福祉性能 省エネ性能 建物点検結果 合計 類型 

主体 
構造 

評 
価 

状況 
評 
価 

対応 
評 
価 

対応 
評 
価 

結果 
評 
価 

評 
価 

区
分 

内容 

RC 5.0  設備 3.0 1 項目 2.0 2 項目 3.0  282.00 3.0 24.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

RC 5.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 307.00 4.0 22.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

SRC 5.0  設備 3.0 未対応 1.0  1 項目 2.0  268.00 2.0 18.0  3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

RC 5.0 不要 5.0 1 項目 2.0 未対応 1.0 360.00 5.0 28.0 4 
機能面で改善の余地があ
る施設 

RC 5.0 未実施 1.0 未対応 1.0 未対応 1.0 321.00 4.0 20.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

SRC 5.0  未実施 1.0  未対応 1.0  未対応 1.0  309.00 4.0  19.0  3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

 4.4  1.9  3.2  2.2  3.1 21.8  
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図表 4－２ 財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

施設名称 

財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

延床面積 
<㎡> 

施設 
総コスト 
<千円> 

過去 3 年の 
平均利用者数 

 <人>  

利用者当たり総コスト 

利用者当たり 
総コスト 
 <円/人> 

偏差値 評価 

広野小学校校舎 5,901.13  12,665 34,510 367 61.8 4.0 

広野中学校校舎 5,991.55  9,410  18,473 509 59.7 4.0 

広野町学校給食 
共同調理場*1 

359.00  29,385  812 36,188 - 1.0 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

 17,039 13,252.9 1,157  2.3 

*1 偏差値が - の箇所は外れ値のため算出対象外となります（平均値も対象外としています） 

 

図表 4－３ 二軸評価  

施設名称 

二軸評価 

品質面 財政面・供給面 

ランク 区分 内容 評価 
平均 

評価平均 

広野小学校校舎*2 3.3  4.0 B-1 向上 施設性能の向上を検討する 

広野中学校校舎*3 3.1  3.7 C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を
検討する 

広野町学校給食 
共同調理場 

2.7  1.3 D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を
検討する 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

3.1 2.8    

*2 広野小学校の品質面評価平均は校舎・体育館の平均点となります  

*3 広野中学校の品質面評価平均は校舎・実習棟・体育館の平均点となります 
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1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

財

政

＋

供

給

建物性能低い 高い

高
い

低
い

C-3D-2E

B-2C-2D-1

AB-1C-1

平均

財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

1 ㎡当たりコスト 10 ㎡当たり利用者数 合計 

1 ㎡当たり 
総コスト 
<円/㎡> 

偏差値 評価 
10 ㎡当り 
利用者数 

人/㎡ 
偏差値 評価 評価 

2,146  59.1 4.0 58.48 60.2 4.0 12.0 

1,571  59.8 4.0 30.83 48.1 3.0 11.0 

81,852  - 1.0 22.62 44.6 2.0 4.0 

10,146  
 
 

2.6 35.12  3.4 8.3 
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広野小学校校舎（校舎） 

広野小学校校舎（体育館） 

図表 4－４ 対策の優先順位の条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名称 

対策の優先順位の条件 

指定 
避難所 

利用 
対象 

耐震 
改修 

自然災害 
建物
点検 

広野小学校校舎 ○ ○     

広野中学校校舎 ○ ○    △ 

広野町学校給食 
共同調理場 

      

広野町学校給食共同調理場 



33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の特徴 

・町立唯一の小学校 

・町立唯一の中学校 
・ＪＦＡアカデミー福島所属の生徒の通学校 

・児童生徒向けの給食共同調理場 

広野中学校校舎（校舎） 

広野中学校校舎（実習棟） 

広野中学校校舎（体育館） 
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折木地区集会所 

亀ヶ崎地区集会所 広洋台地区集会所 

上北迫地区集会所 

（２） 文化系施設 

  施設数：２１施設 延床面積：３，２８７．４１㎡ 

 

① 現状と課題 

・地区集会所が１９施設、生活改善センターが上浅見川に１施設、公民館が中央台に１施

設あります。 

・地区集会所は町内各地区に立地し、住民福祉の向上に資する施設となっていますが、い

ずれも老朽化が進行しています。今後の大規模改修・建て替えにあたっては、将来の人

口推移および人口に対する施設数を考慮したうえで、慎重な検討が必要となります。 

・生活改善センターは地区集会所と類似した機能を有しており、地区集会所と併せて今後

のあり方を検討していく必要があります。 

・公民館は２０１２年度に大規模改修が実施され、町民の文化の振興と福祉の増進の拠点

として今後も大きな役割を果たすことが期待されます。 

・すべての施設が指定避難所として指定されていますが、一部ハザードエリア内に位置す

る施設が含まれます。 
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小松地区集会所 桜田地区集会所 

下浅見川地区集会所 下北迫地区集会所 

正木内地区集会所 舘地区集会所 
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田の神地区集会所 築地地区集会所 

東下地区集会所 長畑地区集会所 

苗代替地区集会所 二本椚地区集会所 
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浜田地区集会所 箒平地区集会所 

広野町公民館 南沢地区集会所 

浅見生活改善センター 
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② 各施設の状態 

図表４－５ 品質面：建物性能 
基礎情報 品質面：建物性能 

施設名称 
施設用途 
中分類 

避難所 
指定 

耐震性能 老朽化状況 

耐震 
補強 

評 
価 

代表 
建築 
年度 

経過 
年数 

法定
耐用
年数 

老朽化 
状況 

評 
価 

折木地区集会所 集会施設 指 未 1.0  1981 38 34 111.8% 1.0  

上北迫地区集会所 集会施設 指 済 4.0  1980 39 34 114.7% 1.0  

亀ヶ崎地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1985 34 22 154.5% 1.0  

広洋台地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1996 23 22 104.5% 1.0  

小松地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1985 34 22 154.5% 1.0  

桜田地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1983 36 22 163.6% 1.0  

下浅見川地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1982 37 22 168.2% 1.0  

下北迫地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1982 37 22 168.2% 1.0  

正木内地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1986 33 22 150.0% 1.0  

舘地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1998 21 22 95.5% 2.0  

田の神地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1984 35 22 159.1% 1.0  

築地地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1992 27 22 122.7% 1.0  

東下地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1998 21 22 95.5% 2.0  

長畑地区集会所 集会施設 指 新 5.0  2000 19 22 86.4% 2.0  

苗代替地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1995 24 22 109.1% 1.0  

二本椚地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1984 35 22 159.1% 1.0  

浜田地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1983 36 22 163.6% 1.0  

箒平地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1984 35 22 159.1% 1.0  

南沢地区集会所 集会施設 指 新 5.0  1987 32 22 145.5% 1.0  

広野町公民館 集会施設 緊・指 済 4.0  1978 41 50 82.0% 2.0  

浅見生活改善センター 集会施設 指 未 1.0  1980 39 34 114.7% 1.0  

文化系施設平均    4.5      1.2  

避難所指定 緊：指定緊急避難場所 指：指定避難所 
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主体構造 RC：鉄筋コンクリート造 S：鉄骨造 W：木造 

品質面：建物性能 

主体構造 大規模改修状況 福祉性能 省エネ性能 建物点検結果 合計 類型 

主体 
構造 

評 
価 

状況 
評 
価 

対応 
評 
価 

対応 
評 
価 

結果 
評 
価 

評 
価 

区
分 

内容 

S 3.0  設備 3.0  3 項目 4.0  未対応 1.0  274.00  2.0  15.0  1 
耐震性の確保・老朽化対策が
必要な施設 

S 3.0  未実施 1.0  3 項目 4.0  未対応 1.0  346.00  5.0  19.0  3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  設備 3.0  2 項目 3.0  未対応 1.0  307.00  4.0  18.0  3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  未実施 1.0  5 項目 5.0 未対応 1.0  330.00  5.0 19.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  設備 3.0  2 項目 3.0  未対応 1.0  276.00  3.0 17.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  設備 3.0  2 項目 3.0  未対応 1.0  282.00  3.0 17.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  設備 3.0  2 項目 3.0  未対応 1.0  315.00  4.0 18.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  未実施 1.0  3 項目 4.0  未対応 1.0  255.00  2.0 15.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  設備 3.0  2 項目 3.0  未対応 1.0  291.00  3.0 17.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  未実施 1.0  5 項目 5.0 未対応 1.0  310.00  4.0 19.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  設備 3.0  2 項目 3.0  未対応 1.0  266.00  2.0 16.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  設備 3.0  2 項目 3.0  未対応 1.0  243.00  1.0 15.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  未実施 1.0  5 項目 5.0 未対応 1.0  308.00  4.0 19.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  設備 3.0  5 項目 5.0 未対応 1.0  323.00  4.0 21.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  設備 3.0  3 項目 4.0  未対応 1.0  303.00  4.0 19.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  未実施 1.0  2 項目 3.0  未対応 1.0  263.00  2.0 14.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  設備 3.0  2 項目 3.0  未対応 1.0  290.00  3.0 17.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  未実施 1.0  2 項目 3.0  未対応 1.0  302.00  4.0 16.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

W 1.0  設備 3.0  2 項目 3.0  未対応 1.0  281.00  3.0 17.0 3 
大規模改修等の検討が必要と
なる施設 

RC 5.0 大規模 4.0 3 項目 4.0  4 項目 5.0 318.00 4.0 28.0 5 大きな課題のない施設 

S 3.0 設備 3.0  2 項目 3.0  未対応 1.0  231.00 1.0 13.0 1 
耐震性の確保・老朽化対策が
必要な施設 

 1.5  2.4  3.6   1.2   3.2 17.6   
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図表４－６ 財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

施設名称 

財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

延床面積 
<㎡> 

施設 
総コスト 
<千円> 

過去 3 年の 
平均利用回数 

 <回> 

利用者当たり総コスト 
利用回当たり 

総コスト 
 <円/回> 

偏差値 評価 

折木地区集会所 198.74  201  13.3  15,113  36.0  2.0 

上北迫地区集会所*5 171.42  216  7.7  28,052  - 1.0  

亀ヶ崎地区集会所*5 98.54  370  31.0  11,935  42.5  2.0 

広洋台地区集会所 160.08  306  111.0  2,757  61.1  4.0 

小松地区集会所 98.54  128  16.0  8,000  50.4  3.0 

桜田地区集会所 98.54  97  81.7  1,187  64.2  4.0 

下浅見川地区集会所 98.54  131  21.3  6,150  54.2  3.0 

下北迫地区集会所 98.54  104  39.0  2,667  61.2  4.0 

正木内地区集会所 98.54  159  15.3  10,392  45.6  3.0 

舘地区集会所 68.52  111  13.3  8,346  49.7  3.0 

田の神地区集会所*5 98.54  180  3.7  48,649  - 1.0 

築地地区集会所 149.85  210  50.3  4,175  58.2  4.0 

東下地区集会所 73.70  134  9.7  13,814  38.7  2.0 

長畑地区集会所 100.40  107  8.0  13,375  39.6  2.0 

苗代替地区集会所 126.98  92  19.3  4,767  57.0  4.0 

二本椚地区集会所 149.05  101  21.0  4,810  56.9  4.0 

浜田地区集会所*5 98.54  328  121.0  2,711  61.2  4.0 

箒平地区集会所*4*5 86.95  80  - - - 1.0 

南沢地区集会所*4*5 98.54  198  - - - 1.0 

広野町公民館*5 883.00  13,970 778.0 17,956 30.3 1.0 

浅見生活改善センター 231.86  154 13.3 11,579 43.2 2.0 

文化系施設平均  170  72.3  8,220   2.6 

*4 箒平地区集会所、南沢地区集会所は利用回数の記録無し 

*5 偏差値が - の箇所は外れ値のため算出対象外となります（平均値も対象外としています） 
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財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

1 ㎡当たりコスト 10 ㎡当たり利用回数 合計 
1 ㎡当たり 
総コスト 
<円/㎡> 

偏差値 評価 
10 ㎡当り
利用回数
回/10 ㎡ 

偏差値 評価 評価 

1,011  56.6  4.0  0.67  42.1  2.0  8.0 

1,260  50.7  3.0  0.45  41.2  2.0  6.0 

3,755  - 1.0  3.15  51.7  3.0  6.0 

1,912  35.2  2.0 6.93  66.3  5.0 11.0 

1,299  49.7  3.0 1.62  45.7  3.0 9.0 

984  57.2  4.0 8.29  71.6  5.0 13.0 

1,329  49.0  3.0 2.16  47.8  3.0 9.0 

1,055  55.5  4.0 3.96  54.8  3.0 11.0 

1,614  42.3  2.0 1.55  45.5  3.0 8.0 

1,620  42.1  2.0 1.94  47.0  3.0 8.0 

1,827  37.2  2.0 0.38  40.9  2.0 5.0 

1,401  47.3  3.0 3.36  52.5  3.0 10.0 

1,818  37.4  2.0 1.32  44.6  2.0 6.0 

1,066  55.3  4.0 0.80  42.6  2.0 8.0 

725  63.4  4.0 1.52  45.3  3.0 11.0 

678  64.5  4.0 1.41  44.9  2.0 10.0 

3,329 - 1.0 12.28 - 5.0 10.0 

920  58.7  4.0 - - 1.0 6.0 

2,009  32.9  1.0 - - 1.0 3.0 

15,821 - 1.0 8.81 73.6 5.0 7.0 

664 64.8 4.0 0.57 41.7 2.0 8.0 

1,288  2.8 2.72  2.9 8.2 
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図表４－７ 二軸評価 

 

 

施設名称 

二軸評価 

品質面 財政面・供給面 

ランク 区分 内容 評価 
平均 

評価平均 

折木地区集会所 2.1  2.7  D-1 見直し 
施設性能の見直し（建て替え改修等）を検討
する 

上北迫地区集会所 2.7  2.0  D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を検討す
る 

亀ヶ崎地区集会所 2.6  2.0  D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を検討す
る 

広洋台地区集会所 2.7  3.7  C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を検討す
る 

小松地区集会所 2.4  3.0  C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を検討す
る 

桜田地区集会所 2.4  4.3  B-1 向上 施設性能の向上を検討する 

下浅見川地区集会所 2.6  3.0  C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を検討す
る 

下北迫地区集会所 2.1  3.7  D-1 見直し 
施設性能の見直し（建て替え改修等）を検討
する 

正木内地区集会所 2.4  2.7  C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を検討す
る 

舘地区集会所 2.7  2.7  C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を検討す
る 

田の神地区集会所 2.3  1.7  D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を検討す
る 

築地地区集会所 2.1  3.3  D-1 見直し 
施設性能の見直し（建て替え改修等）を検討
する 

東下地区集会所 2.7  2.0  D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を検討す
る 

長畑地区集会所 3.0  2.7  C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を検討す
る 

苗代替地区集会所 2.7  3.7  C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を検討す
る 

二本椚地区集会所 2.0  3.3  D-1 見直し 
施設性能の見直し（建て替え改修等）を検討
する 

浜田地区集会所 2.4  3.3  C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を検討す
る 

箒平地区集会所 2.3  2.0  D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を検討す
る 

南沢地区集会所 2.4  1.0  D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を検討す
る 

広野町公民館 4.0 2.3 B-2 向上 費用対効果の向上を検討する 

浅見生活改善センター 1.9 2.7 D-1 見直し 
施設性能の見直し（建て替え改修等）を検討
する 

文化系施設平均 2.5  2.7     
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図表４－８ 対策の優先順位の条件 

施設名称 

対策の優先順位の条件 

指定 
避難所 

利用 
対象 

耐震 
改修 

自然災害 
建物
点検 

折木地区集会所 ○  ○   ○ 

上北迫地区集会所 ○      

亀ヶ崎地区集会所 ○      

広洋台地区集会所 ○      

小松地区集会所 ○      

桜田地区集会所 ○   △ 土砂災害ハザードエリア至近  

下浅見川地区集会所 ○      

下北迫地区集会所 ○     ○ 

正木内地区集会所 ○      

舘地区集会所 ○      

田の神地区集会所 ○     ○ 

築地地区集会所 ○     ○ 

東下地区集会所 ○      

長畑地区集会所 ○      

苗代替地区集会所 ○   △ 土砂災害ハザードエリア至近  

二本椚地区集会所 ○   △ 土石流警戒区域至近 ○ 

浜田地区集会所 ○   △ 土砂災害・津波浸水ハザードエリア至近  

箒平地区集会所 ○      

南沢地区集会所 ○   ○ 土石流警戒区域内  

広野町公民館 ○   △ 敷地内に急傾斜警戒区域一部含む  

浅見生活改善センター ○  ○   ○ 
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施設の特徴 

・第５分団屯所併設 
・近隣に大平未来団地、大平団地あり 

・大規模改修済 
・広洋台集会所が至近距離にあり 

 

・上北迫地区集会所が至近距離にあり 

・二本椚地区集会所が近接 

・近隣に桜田住宅、マリンコーポ広野、桜田団地あり 
・築地地区集会所が近接 

・近隣に広野原団地あり 

 

 

・他地区集会所と比べ駐車スペースが狭い 

 

・桜田地区集会所が近接 
・避難所としてはほかに広野中学校が指定されている 

 

・浅見生活改善センターが近接 

・近隣に苗代替団地あり 

・小松地区集会所が近接 

・集会所の中で最も利用回数が多い施設である 

・箒平地区唯一の公共施設 

 

・近隣に虻木団地あり 長畑地区集会所も近接 
・調理室、浴室の設備あり 

・平成２４年度に大規模改修済 
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（３） スポーツ・レクリエーション系施設 

 施設数：５施設 延床面積：６，５６８．２５㎡ 

 

① 現状と課題 

   ・サッカー施設が下北迫に２施設、中央体育館・総合グランドが中央台、築地ヶ丘体育館

が下浅見川にあります。 

・サッカー施設は日本サッカー協会が行う「国際人の育成を目指した人材育成プログラム」

を推進するために整備されています。２０２１年度より福島県での活動が再開されま

すが、東日本大震災による損傷や経年劣化が目立つことから早急な改修・修繕が必要と

なります。 

・中央体育館、総合グランドは町民の心身の健全な発達と明るく豊かな町民生活の形成に

寄与するために設置され、多くの町民に利用されています。経年劣化が進んでおり、中

央体育館は雨漏りやコウモリの侵入も確認されています。今後改修が必要となります

が、下北迫に同様の施設である二ツ沼公園広野勤労者総合スポーツ施設がありますの

で、機能の分担についても併せて検討を要します。 

・築地ヶ丘体育館は施設の老朽化が進み、損傷が目立つため、解体の予定です。 

 

② 各施設の状態 

図表４－９ 品質面：建物性能 

基礎情報 品質面：建物性能 

施設名称 
施設用途 
中分類 

避難所
指定 

耐震性能 老朽化状況 

耐震 
補強 

評 
価 

代表 
建築 
年度 

経過 
年数 

法定
耐用
年数 

老朽化 
状況 

評 
価 

広野町サッカー場 
クラブハウス 

スポーツ施設 無 新 5.0  2006 13 47 27.7% 4.0  

広野町サッカー場 
サッカー支援センター 

スポーツ施設 無 新 5.0  2006 13 47 27.7% 4.0  

広野町中央体育館 スポーツ施設 緊・指 未 1.0  1978 41 47 87.2% 2.0  

広野町築地ヶ丘体育館*6 スポーツ施設 無 未 1.0  1973 46 47 97.9% 2.0  

総合グランド スポーツ施設 無 新 5.0  1982 37 47 78.7% 2.0  

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

   4.3     2.6 

*6 広野町築地ヶ丘体育館は解体予定のため、類型内容の判定を行っていません。 

避難所指定 緊：指定緊急避難場所 指：指定避難所 
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主体構造 SRC：鉄骨鉄筋コンクリート造 RC：鉄筋コンクリート造 

 

品質面：建物性能 

主体構造 大規模改修状況 福祉性能 省エネ性能 建物点検結果 合計 類型 

主体 
構造 

評 
価 

状況 
評 
価 

対応 
評 
価 

対応 
評 
価 

結果 
評 
価 

評 
価 

区
分 

内容 

RC 5.0  未実施 1.0  1 項目 2.0  未対応 1.0  290.00 3.0 21.0  3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

RC 5.0  未実施 1.0  3 項目 4.0  未対応 1.0  207.00 1.0  21.0  3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

SRC 5.0  未実施 1.0  3 項目 4.0  4 項目 5.0  256.00 2.0  20.0  1 
耐震性の確保・老朽化対
策が必要な施設 

RC 5.0  未実施 1.0 2 項目 3.0  未対応 1.0  243.75 1.0  14.0  - - 

RC 5.0  未実施 1.0  未対応 1.0  未対応 1.0  307.00 4.0  19.0  3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

 4.4  1.9  3.2  2.2  3.1 21.8   

広野町サッカー場クラブハウス 

広野町サッカー場サッカー支援センター 
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図表４－１０ 財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

施設名称 

財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

延床面積 
<㎡> 

施設 
総コスト 
<千円> 

過去 3 年の 
平均利用者数 

 <人>  

利用者当たり総コスト 

利用者当たり 
総コスト 
 <円/人> 

偏差値 評価 

広野町サッカー場 
クラブハウス*7 

312.69  不詳 不詳 - - - 

広野町サッカー場 
サッカー支援センター*7 

3698.56  不詳 0.0 - - - 

広野町中央体育館*9 1565.00  8,954  19,855.0 451 60.6 4.0 

広野町築地ヶ丘体育館*8 738.00 - - - - - 

総合グランド*9 254.00 5,126  70.0  73,229  - 1.0 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

 17,039 13,252.9 1,157  2.3 

*7 広野町サッカー場各施設は施設総コスト不詳のため、算出対象外となります 

*8 広野町築地ヶ丘体育館は解体予定のため、算出対象外となります 

*9 偏差値が - の箇所は外れ値のため算出対象外となります（平均値も対象外としています） 

 

図表４－１１ 二軸評価    

施設名称 

二軸評価 

品質面 財政面・供給面 

ランク 区分 内容 評価 
平均 

評価平均 

広野町サッカー場 
クラブハウス*10 

3.0  - - - - 

広野町サッカー場 
サッカー支援センター*10 

3.0  - - - - 

広野町中央体育館 2.9  4.3 B-1 向上 施設性能の向上を検討する 

広野町築地ヶ丘体育館*11 - - - - - 

総合グランド 2.7  1.7 D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を
検討する 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

3.1 2.8    

*10 広野町サッカー場各施設は施設総コスト不詳のため、評価対象外となります 

*11 広野町築地ヶ丘体育館は解体予定のため、評価対象外となります 
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財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

1 ㎡当たりコスト 10 ㎡当たり利用者数 合計 

1 ㎡当たり 
総コスト 
<円/㎡> 

偏差値 評価 
10 ㎡当り 
利用者数 
人/10 ㎡ 

偏差値 評価 評価 

- - - - - - - 

- - - 0.00 - - - 

5,721  55.0 4.0 126.87  - 5.0 13.0 

- -  - - - - 

20,181  38.6 2.0 2.76  35.9 2.0 5.0 

10,146  
 
 

2.6 35.12  3.4 8.3 
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い
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AB-1C-1

平均
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広野町中央体育館 

広野町築地ヶ丘体育館 

図表４－１２ 対策の優先順位の条件 

施設名称 

対策の優先順位の条件 

指定 
避難所 

利用 
対象 

耐震 
改修 

自然災害 
早急 
補修 

広野町サッカー場 
クラブハウス 

 ○     

広野町サッカー場 
サッカー支援センター 

 ○    ○ 

広野町中央体育館 ○  ○ △ 敷地内に急傾斜警戒区域一部含む ○ 

広野町築地ヶ丘体育館*12 - - - - - - 

総合グランド       

*12 広野町築地ヶ丘体育館は解体予定のため、対象外となります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



51 

 

施設の特徴 

・２０２１年度よりＪＦＡアカデミー福島利用再開予定 

・２０２１年度よりＪＦＡアカデミー福島利用再開予定 
・ＪＦＡアカデミーが中高６年間から中学３年間に短縮されたため、施設の一部が遊休化するおそれがある 

 

- 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合グランド 

（メーンスタンド） 
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広野こども園 

（４） 子育て支援施設 

  施設数：２施設 延床面積：１，８７３．２１㎡ 

 

① 現状と課題 

・こども園・児童館が中央台にあります。 

・こども園は小学校就学前の子どもに対する教育及び保育、保護者に対する子育て支援を

目的として、２０１９年度に幼稚園と保育所を統合して設置されました。 

・児童館は児童に対して集団的、個別的指導を行うとともに放課後児童健全育成事業を実

施しています。建物は雨漏りや床のきしみ等劣化が顕著に見られ、設備も老朽化が進ん

でいます。改修にあたっては児童の安全確保という観点から優先的に実施する必要が

ある施設と考えられます。 

・少子化対策の必要性が叫ばれる昨今、その果たす役割は益々大きくなっており、今後も

機能の充実が期待されます。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 各施設の状態 

図表４－１３ 品質面：建物性能 

基礎情報 品質面：建物性能 

施設名称 
施設用途 
中分類 

避難所
指定 

耐震性能 老朽化状況 

耐震 
補強 

評 
価 

代表 
建築 
年度 

経過 
年数 

法定
耐用
年数 

老朽化 
状況 

評 
価 

広野こども園 幼保・こども園 緊・指 新 5.0  2018 1 34 2.9% 5.0  

広野町児童館 幼保・児童施設 緊・指 新 5.0  1993 26 22 118.2% 1.0  

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

   4.3     2.6 

避難所指定 緊：指定緊急避難場所 指：指定避難所 
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主体構造 S：鉄骨造 W：木造 

品質面：建物性能 

主体構造 大規模改修状況 福祉性能 省エネ性能 建物点検結果 合計 類型 

主体 
構造 

評 
価 

状況 
評 
価 

対応 
評 
価 

対応 
評 
価 

結果 
評 
価 

評 
価 

区
分 

内容 

S 3.0  不要 5.0  5 項目 5.0  5 項目 5.0  369.00 5.0  33.0  5 大きな課題のない施設 

W 1.0  設備 3.0  4 項目 5.0  2 項目 3.0  310.00 4.0  22.0  3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

 4.4  1.9  3.2  2.2  3.1 21.8  
 
 

広野町児童館 

広野こども園 

（園庭） 
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図表４－１４ 財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

施設名称 

財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

延床面積 
<㎡> 

施設 
総コスト 
<千円> 

過去 3 年の 
平均利用者数 

 <人>  

利用者当たり総コスト 

利用者当たり 
総コスト 
 <円/人> 

偏差値 評価 

広野こども園*13 1303.49  30,734 26,663.0  1,153  50.1 3.0 

広野町児童館*13 569.72  24,567  13,778.0  1,783  40.6 2.0 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

 17,039 13,252.9 1,157  2.3 

*13 偏差値が - の箇所は外れ値のため算出対象外となります（平均値も対象外としています） 

 

図表４－１５ 二軸評価   

施設名称 

二軸評価 

品質面 財政面・供給面 

ランク 区分 内容 評価 
平均 

評価平均 

広野こども園 4.7  3.0 B-2 向上 費用対効果の向上を検討する 

広野町児童館 3.1  2.7 C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を
検討する 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

3.1 2.8    

 

 

 

 

 

 

 

図表４－１６ 対策の優先順位の条件 

施設名称 

対策の優先順位の条件 

指定 
避難所 

利用 
対象 

耐震 
改修 

自然災害 
早急 
補修 

広野こども園 ○ ○     

広野町児童館 ○ ○     
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財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

1 ㎡当たりコスト 10 ㎡当たり利用者数 合計 

1 ㎡当たり 
総コスト 
<円/㎡> 

偏差値 評価 
10 ㎡当り 
利用者数 
人/10 ㎡ 

偏差値 評価 評価 

23,578 34.7 1.0 204.55  - 5.0 9.0 

43,121  - 1.0 241.84  - 5.0 8.0 

10,146  
 
 

2.6 35.12  3.4 8.3 

 

 

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

財

政

＋

供

給

建物性能低い 高い

高
い

低
い

C-3D-2E

B-2C-2D-1

AB-1C-1

平均

施設の特徴 

・屋根、内装など意匠を凝らした特徴的な建物である 

・１９９７年度増築 
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（５） 保健・福祉施設 

施設数：３施設 延床面積：２，１７１．０６㎡ 

 

① 現状と課題 

・老人福祉センターと保健センターが中央台、広桜荘が下浅見川にあります。 

・老人福祉センターは老人の健康増進、教養の向上及びレクリエーション等老人福祉の振

興を図ることを目的に設置されています。建築後４０年に迫っており、建物・設備とも

に劣化がかなり進んでいます。また浴室は東日本大震災後使用を中止しています。 

このことから大規模改修が必要ですが、敷地内に急傾斜警戒区域が含まれていること

から慎重な検討を要します。 

・広桜荘は在宅の虚弱老人、寝たきり老人等に対し福祉の増進と自立を図るとともにその

家族の負担の軽減を図るために設置されています。東日本大震災による地盤沈下や建

物、外構の損傷が目立っており、高齢者が利用する施設であることから優先的かつ早急

な大規模改修が望まれます。 

・保健センターは町民の健康の保持及び増進を図るために設置されています。雨漏りなど

の劣化や東日本大震災の影響と思われるき裂も目立っています。大規模改修にあたっ

ては、トレーニングルームや調理実習室といった他施設に類似した機能を有している

設備があるため機能分担を考慮しながら進める必要があります。 

・いずれの施設も町民の健康・福祉の増進に大きな役割を担っており、継続した維持活用

が望まれます。 

 

② 各施設の状態 

図４－１７ 品質面：建物性能 

基礎情報 品質面：建物性能 

施設名称 
施設用途 
中分類 

避難所
指定 

耐震性能 老朽化状況 

耐震 
補強 

評 
価 

代表 
建築 
年度 

経過 
年数 

法定
耐用
年数 

老朽化 
状況 

評 
価 

広野町老人福祉センター 高齢福祉施設 福 済 4.0  1981 38 47 80.9% 2.0  

広桜荘 高齢福祉施設 福 新 5.0  1998 21 34 61.8% 3.0  

広野町保健センター 保健施設 緊・指 新 5.0  1993 26 47 55.3% 3.0  

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

   4.3     2.6 

避難所指定 緊：指定緊急避難場所 指：指定避難所 福：福祉避難所 
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主体構造 SRC：鉄骨鉄筋コンクリート造 RC：鉄筋コンクリート造 

 

品質面：建物性能 

主体構造 大規模改修状況 福祉性能 省エネ性能 建物点検結果 合計 類型 

主体 
構造 

評 
価 

状況 
評 
価 

対応 
評 
価 

対応 
評 
価 

結果 
評 
価 

評 
価 

区
分 

内容 

SRC 5.0  未実施 1.0  4 項目 5.0  1 項目 2.0  250.00 2.0  21.0  3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

RC 5.0  未実施 1.0  5 項目 5.0  1 項目 2.0  214.00 1.0  22.0  3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

RC 5.0  設備 3.0  3 項目 4.0  1 項目 2.0  309.00 4.0  26.0  3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

 4.4  1.9  3.2  2.2  3.1 21.8  
 
 

広野町老人福祉センター 広桜荘 

広野町保健センター 
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図表４－１８ 財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

施設名称 

財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

延床面積 
<㎡> 

施設 
総コスト 
<千円> 

過去 3 年の 
平均利用者数 

 <人>  

利用者当たり総コスト 

利用者当たり 
総コスト 
 <円/人> 

偏差値 評価 

広野町老人福祉センター 
*14 

502.00  12,719 1,099.0  11,573 - 1.0 

広桜荘 834.00  12,720  5,310.0  2,395  31.5 1.0 

広野町保健センター 835.06  3,912  5,871.5  666  57.4 4.0 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

 17,039 13,252.9 1,157  2.3 

*14 偏差値が - の箇所は外れ値のため算出対象外となります（平均値も対象外としています） 

 

図表４－１９ 二軸評価      

 

 

 

 

図表４－２０ 対策の優先順位の条件 

施設名称 

対策の優先順位の条件 

指定 
避難所 

利用 
対象 

耐震 
改修 

自然災害 
早急 
補修 

広野町老人福祉センター ○  ○   △  敷地内に急傾斜警戒区域一部含む  ○  

広桜荘 ○  ○     ○ 

広野町保健センター ○         

施設名称 

二軸評価 

品質面 財政面・供給面 

ランク 区分 内容 評価 
平均 

評価平均 

広野町老人福祉センター 3.0  1.3 D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を
検討する 

広桜荘 3.1  2.3 C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を
検討する 

広野町保健センター 3.7  4.3 B-1 向上 施設性能の向上を検討する 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

3.1 2.8    
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財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

1 ㎡当たりコスト 10 ㎡当たり利用者数 合計 

1 ㎡当たり 
総コスト 
<円/㎡> 

偏差値 評価 
10 ㎡当り 
利用者数 
人/10 ㎡ 

偏差値 評価 評価 

25,337 32.7 1.0 21.89  44.2 2.0 4.0 

15,252 44.2 2.0 63.67  62.4 4.0 7.0 

4,685  56.2 4.0 70.31  65.3 5.0 13.0 

10,146  
 
 

2.6 35.12  3.4 8.3 

 

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

財

政

＋

供

給

建物性能低い 高い

高
い

低
い

C-3D-2E

B-2C-2D-1

AB-1C-1

平均

施設の特徴 

・浴室使用中止 

 

・トレーニングルームは広野町中央体育館に類似機能あり 
・調理実習室は浅見生活改善センターに類似機能あり 
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（６） 行政系施設 

施設数：１施設 延床面積：５，２３８．９０㎡ 

 

① 現状と課題 

・広野町役場庁舎が下北迫にあります。 

・１９７２年度建築の旧庁舎、１９８７年度建築の新庁舎、１９９９年度建築の書庫 

 の３棟から構成されています。 

・広野町の執行機関、町民の各種行政手続の窓口として重要な役割を果たしています。ま

た旧庁舎には図書室が設置されています。 

・外構は地盤の崩れ、クラックが散見され、建物も新旧庁舎ともに劣化が進んでいます。

長寿命化に向けた早急な大規模改修が必要です。 

 

②  各施設の状態 

図表４－２１ 品質面：建物性能 

基礎情報 品質面：建物性能 

施設名称 
施設用途 
中分類 

避難所
指定 

耐震性能 老朽化状況 

耐震 
補強 

評 
価 

代表 
建築 
年度 

経過 
年数 

法定
耐用
年数 

老朽化 
状況 

評 
価 

広野町役場庁舎 
（旧庁舎） 

庁舎等 緊・指 未 1.0  1972 47 50 94.0% 2.0  

広野町役場庁舎 
（新庁舎） 

庁舎等 緊・指 新 5.0 1987 32 50 64.0% 3.0 

広野町役場庁舎 
（書庫） 

庁舎等 緊・指 新 5.0 1999 20 50 40.0% 4.0 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く)  

      4.3     2.6 

避難所指定 緊：指定緊急避難場所 指：指定避難所 

 

図表４－２２ 財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

施設名称 

財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

延床面積 
<㎡> 

施設 
総コスト 
<千円> 

過去 3 年の 
平均利用者数 

 <人>  

利用者当たり総コスト 

利用者当たり 
総コスト 
 <円/人> 

偏差値 評価 

広野町役場庁舎 5238.90  31,322  19,924.7 1,572 43.8 2.0 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

 17,039 13,252.9 1,157  2.3 
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主体構造 RC：鉄筋コンクリート造 

 

 

品質面：建物性能 

主体構造 大規模改修状況 福祉性能 省エネ性能 建物点検結果 合計 類型 

主体 
構造 

評 
価 

状況 
評 
価 

対応 
評 
価 

対応 
評 
価 

結果 
評 
価 

評 
価 

区
分 

内容 

RC 5.0  未実施 1.0  3 項目 4.0  未対応 1.0 258.00 2.0  16.0 1 
耐震性の確保・老朽化対
策が必要な施設 

RC 5.0  未実施 1.0  5 項目 5.0 4 項目 5.0 241.00 1.0 25.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

RC 5.0  未実施 1.0  未対応 1.0 未対応 1.0 282.00 3.0 20.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

 4.4  1.9  3.2  2.2  3.1 21.8   
 

財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

1 ㎡当たりコスト 10 ㎡当たり利用者数 合計 

1 ㎡当たり 
総コスト 
<円/㎡> 

偏差値 評価 
10 ㎡当り 
利用者数 
人/10 ㎡ 

偏差値 評価 評価 

5,979 54.8 3.0 38.03 51.3 3.0 8.0 

10,146  
 
 

2.6 35.12  3.4 8.3 

広野町役場書庫 広野町役場旧庁舎（手前）・新庁舎（奥） 
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図表４－２３ 二軸評価 

施設名称 

二軸評価 

品質面 財政面・供給面 

ランク 区分 内容 評価 
平均 

評価平均 

広野町役場庁舎*15 2.9  2.7 C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を
検討する 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

3.1 2.8    

*15 広野町役場庁舎の品質面評価平均は旧庁舎・新庁舎・書庫の平均点となります  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４－２４ 対策の優先順位の条件 

施設名称 

対策の優先順位の条件 

指定 
避難所 

利用 
対象 

耐震 
改修 

自然災害 
早急 
補修 

広野町役場庁舎 ○  △  △  急傾斜特別警戒区域・警戒区域至近  △ 
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1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

財

政

＋

供

給

建物性能低い 高い

高
い

低
い

C-3D-2E

B-2C-2D-1

AB-1C-1

平均

施設の特徴 
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（７） 行政系施設：消防・防災 

施設数：１６施設 延床面積：１，４１１．５２㎡ 

 

① 現状と課題 

   ・消防事務の処理のため、消防団分団ごとに屯所とポンプ置き場が設置されています。 

なお、屯所にはポンプ置き場が併設されています。 

ポンプ分団（下浅見川）屯所１施設 

第１分団（下北迫）屯所１施設 

第２分団（上北迫）屯所１施設、ポンプ置き場２施設 

第３分団（下浅見川）屯所１施設 

第４分団（上浅見川）屯所１施設、ポンプ置き場３施設 

第５分団（折木）屯所１施設、ポンプ置き場１施設 

第６分団（折木）屯所１施設、ポンプ置き場１施設 

・経年劣化の進んだ建物が多く見られます。第２分団屯所は外構、屋根など損傷が目立っ

ており、プロパンガスボンベのサビがひどい状態です。また第６分団屯所は土石流警戒

区域に隣接しており、災害発生時の対応に影響をおよぼすおそれがあります。 

・防災備蓄倉庫と水防倉庫が下北迫にあります。 

・防災備蓄倉庫は広野駅東側の津波被害を想定し、避難所へ迅速に水や食料等を供給 

できるよう整備された施設となります。 

・水防倉庫は水害を最小限に防ぐための資機材の保管を目的としています。 

・いずれの施設も災害時の活動拠点となることから、今後も継続して維持管理を行ってい

く必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ポンプ分団屯所 第１分団屯所 
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第１分団屯所（ポンプ置き場） 第２分団屯所 

第３分団屯所 第４分団屯所 

第２分団ポンプ置き場（２－２） 第２分団ポンプ置き場（２－３） 
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第５分団屯所 

第６分団屯所 

第４分団ポンプ置き場（４－２） 第４分団ポンプ置き場（４－３） 

第４分団ポンプ置き場（４－４） 

第５分団ポンプ置き場（５－２） 
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第６分団ポンプ置き場（６－２） 防災備蓄倉庫 

水防倉庫 
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② 各施設の状態 

図表４－２５ 品質面：建物性能 

基礎情報 品質面：建物性能 

施設名称 
施設用途 
中分類 

避難所
指定 

耐震性能 老朽化状況 

耐震 
補強 

評 
価 

代表 
建築 
年度 

経過 
年数 

法定
耐用
年数 

老朽化 
状況 

評 
価 

ポンプ分団屯所 消防施設 無 新 5.0 1992 27 17 158.8% 1.0 

第 1 分団屯所 消防施設 無 新 5.0 1984 35 31 112.9% 1.0 

第 2 分団屯所 消防施設 無 新 5.0 1984 35 17 205.9% 1.0 

第 2 分団ポンプ置き場（2-2） 消防施設 無 新 5.0 1984 35 17 205.9% 1.0 

第 2 分団ポンプ置き場（2-3） 消防施設 無 新 5.0 1984 35 34 102.9% 1.0 

第 3 分団屯所 消防施設 無 新 5.0 2016 3 31 9.7% 5.0 

第 4 分団屯所 消防施設 無 新 5.0 1984 35 17 205.9% 1.0 

第 4 分団ポンプ置き場（4-2） 消防施設 無 新 5.0 1984 35 34 102.9% 1.0 

第 4 分団ポンプ置き場（4-3） 消防施設 無 新 5.0 1996 23 17 135.3% 1.0 

第 4 分団ポンプ置き場（4-4） 消防施設 無 新 5.0 1983 36 17 211.8% 1.0 

第 5 分団屯所 消防施設 無 新 5.0 1995 24 17 141.2% 1.0 

第 5 分団ポンプ置き場（5-2） 消防施設 無 新 5.0 1996 23 17 135.3% 1.0 

第 6 分団屯所 消防施設 無 新 5.0 1984 35 17 205.9% 1.0 

第 6 分団ポンプ置き場（6-2） 消防施設 無 新 5.0 1984 35 34 102.9% 1.0 

防災備蓄倉庫 防災施設 無 新 5.0 2016 3 31 9.7% 5.0 

水防倉庫 防災施設 無 新 5.0 2000 19 38 50.0% 3.0 

行政系施設：消防・防災 平均     5.0     1.6 
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主体構造 RC：鉄筋コンクリート造 S：鉄骨造 CB：コンクリートブロック W：木造 

 

 

品質面：建物性能 

主体構造 大規模改修状況 福祉性能 省エネ性能 建物点検結果 合計 類型 

主体 
構造 

評 
価 

状況 
評 
価 

対応 
評 
価 

対応 
評 
価 

結果 
評 
価 

評 
価 

区
分 

内容 

W 1.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 375.00 5.0 17.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

S 3.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 321.25 4.0 18.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

W 1.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 260.00 2.0 14.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

W 1.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 296.25 3.0 15.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

CB 1.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 341.25 5.0 17.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

S 3.0 不要 5.0 未対応 1.0 未対応 1.0 375.00 5.0 25.0 4 
機能面で改善の余地があ
る施設 

W 1.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 337.50 5.0 17.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

CB 1.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 341.25 5.0 17.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

W 1.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 281.25 3.0 15.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

W 1.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 333.75 5.0 17.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

W 1.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 366.25 5.0 17.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

W 1.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 311.25 4.0 16.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

W 1.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 273.75 2.0 14.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

CB 1.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 291.25 3.0 15.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

S 3.0 不要 5.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 358.75 5.0 27.0 4 
機能面で改善の余地があ
る施設 

RC 5.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0 360.00 5.0 23.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

 1.6  1.5  2.9  1.0  4.1 17.8    
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図表４－２６ 財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

施設名称 

財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

延床面積 
<㎡> 

施設 
総コスト 
<千円> 

過去 3 年の 
平均利用者数 

 <人>  

利用者当たり総コスト 

利用者当たり 
総コスト 
 <円/人> 

偏差値 評価 

ポンプ分団屯所*16 77.00  1,154  9.0  128,222  - 1.0 

第 1 分団屯所*16 74.00  3,478  14.7  236,599  - 1.0 

第 2 分団屯所*16 34.00  169  17.0  9,941  - 1.0 

第 2 分団ポンプ置き場
（2-2） 

51.00  1  17.0  59  57.9  4.0 

第 2 分団ポンプ置き場
（2-3） 

34.00  1  17.0  59  57.9  4.0 

第 3 分団屯所*16 56.52  6  8.0  750  - 1.0 

第 4 分団屯所 67.00  3  13.0  231  31.2  1.0 

第 4 分団ポンプ置き場
（4-2） 

34.00  1  13.0  77  55.1  4.0 

第 4 分団ポンプ置き場
（4-3） 

39.00  1  13.0  77  55.1  4.0 

第 4 分団ポンプ置き場
（4-4） 

37.00  2  13.0  154  43.2  2.0 

第 5 分団屯所*16 77.00  6  17.0  353  - 1.0 

第 5 分団ポンプ置き場
（5-2） 

39.00  1  17.0  59  57.9  4.0 

第 6 分団屯所 67.00  3  14.7  204  35.4  2.0 

第 6 分団ポンプ置き場
（6-2） 

31.00  1  14.7  68  56.5  4.0 

防災備蓄倉庫*16 605.00  165  5.0  33,000  - 1.0 

水防倉庫*16 89.00  59  5.0  11,800  - 1.0 

行政系施設 
：消防・防災 平均 

  2 13.0 110   2.3 

*16 偏差値が - の箇所は外れ値のため算出対象外となります（平均値も対象外としています） 
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財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

1 ㎡当たりコスト 10 ㎡当たり利用者数 合計 

1 ㎡当たり 
総コスト 
<円/㎡> 

偏差値 評価 
10 ㎡当り 
利用者数 
人/10 ㎡ 

偏差値 評価 評価 

14,987  - 1.0 1.17 39.4   2.0 4.0 

47,000  -  1.0 1.99 44.7   2.0  4.0 

4,971  -  1.0 5.00  64.5   4.0  6.0 

20  63.2   4.0 3.33  53.5   3.0 11.0 

29  54.7   3.0 5.00  64.5   4.0 11.0 

106  -  1.0 1.42  41.0   2.0 4.0 

45  39.7   2.0 1.94  44.4   2.0 5.0 

29  54.7   3.0 3.82  56.8   4.0 11.0 

26  57.5   4.0 3.33  53.5   3.0 11.0 

54  31.2  1.0 3.51  54.7  3.0 6.0 

78  - 1.0 2.21  46.2  3.0 5.0 

26  57.5  4.0 4.36  60.3  4.0 12.0 

45  39.7  2.0 2.19  46.1  3.0 7.0 

32  51.9  3.0 4.74  62.8  4.0 11.0 

273  - 1.0 0.08  32.2  1.0 3.0 

663  - 1.0 0.56  35.4  2.0 4.0 

34   2.1 2.79   2.9 7.2 
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図表４－２７ 二軸評価 

施設名称 

二軸評価 

品質面 財政面・供給面 

ランク 区分 内容 評価 
平均 

評価平均 

ポンプ分団屯所 2.4  1.3  D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を
検討する 

第 1 分団屯所 2.6  1.3  D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を
検討する 

第 2 分団屯所 2.0  2.0  E 
要見 
直し 

施設性能と費用対効果、両方の見直し
が必要である 

第 2 分団ポンプ置き場
（2-2） 

2.1  3.7  D-1 見直し 
施設性能の見直し（建て替え改修等）
を検討する 

第 2 分団ポンプ置き場
（2-3） 

2.4  3.7  C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を
検討する 

第 3 分団屯所 3.6  1.3  D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を
検討する 

第 4 分団屯所 2.4  1.7  D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を
検討する 

第 4 分団ポンプ置き場
（4-2） 

2.4  3.7  C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を
検討する 

第 4 分団ポンプ置き場
（4-3） 

2.1  3.7  D-1 見直し 
施設性能の見直し（建て替え改修等）
を検討する 

第 4 分団ポンプ置き場
（4-4） 

2.4  2.0  D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を
検討する 

第 5 分団屯所 2.4  1.7  D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を
検討する 

第 5 分団ポンプ置き場
（5-2） 

2.3  4.0  B-1 向上 施設性能の向上を検討する 

第 6 分団屯所 2.0  2.3  D-1 見直し 
施設性能の見直し（建て替え改修等）
を検討する 

第 6 分団ポンプ置き場
（6-2） 

2.1  3.7  D-1 見直し 
施設性能の見直し（建て替え改修等）
を検討する 

防災備蓄倉庫 3.9  1.0  C-3 改善 費用対効果の改善を検討する 

水防倉庫 3.3  1.3  D-2 見直し 
費用対効果の見直し（機能移転等）を
検討する 

行政系施設 
：消防・防災 平均 

2.5  2.4        
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図表４－２８ 対策の優先順位の条件 

施設名称 

対策の優先順位の条件 

指定 
避難所 

利用 
対象 

耐震 
改修 

自然災害 
早急 
補修 

ポンプ分団屯所          

第 1 分団屯所             

第 2 分団屯所           ○  

第 2 分団ポンプ置き場（2-2）             

第 2 分団ポンプ置き場（2-3）       ○ 土石流警戒区域内   

第 3 分団屯所       ○ 津波浸水ハザードエリア内    

第 4 分団屯所             

第 4 分団ポンプ置き場（4-2）           

第 4 分団ポンプ置き場（4-3）             

第 4 分団ポンプ置き場（4-4）       

第 5 分団屯所       

第 5 分団ポンプ置き場（5-2）       

第 6 分団屯所    △ 土石流警戒区域隣接 ○ 

第 6 分団ポンプ置き場（6-2）       

防災備蓄倉庫       

水防倉庫       
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施設の特徴 

・２０１９年度改修済 

・屯所部分は２０１７年度建築 

 

・田の神地区集会所と隣接 

 

・屯所機能は２階にあり 

  

  

  

 

・敷地内に折木地区集会所併設 
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（８） 公園 

施設数：１施設 延床面積：６，０９１．２１㎡ 

 

① 現状と課題 

・二ツ沼総合公園が下北迫にあります。 

・住民福祉の向上、住民の余暇の活用、健康の増進、観光、産業の振興等地域活性化を図

ることを目的として設置されています。 

・公園内には管理棟（パークギャラリー）、フラワーパーク、リフレッシュ施設、ふるさ

と広野館、宿泊棟、広野勤労者総合スポーツ施設、清明館、直売所、サイクルセンター、

屋外トイレといった複数の建物があります。 

・管理棟は展示施設として利用されているほか、大学・高等専門学校の復興研究拠点とし

ても活用されています。 

・フラワーパークは新たな町の特産品として国産バナナ栽培を行っています。 

・リフレッシュ施設のうち１階はパークゴルフの受付窓口として活用されていますが、２

階の浴場は休止しています。 

・ふるさと広野館は１階が事務室、２階がカフェレストランとして利用されています。展

望台は東日本大震災以降立入禁止となっています。全体的に雨漏り、腐食など劣化の進

行が目立っています。 

・宿泊棟は合宿利用者向けの宿舎として利用され、食堂棟・浴室棟が併設されています。 

・広野勤労者総合スポーツ施設は宿泊合宿などの用途で利用されており、指定緊急避難場

所・指定避難所にも指定されています。 

・清明館は二ツ沼地区の交流施設として利用されています。茶室を備えているのが特徴で

す。 

・直売所は地元の農産物の販売施設として利用されています。 

・サイクルセンターはかつて自転車の貸出しを行っていたときの受付窓口として機能し

ていましたが、現在は利用提供が廃止されたため、倉庫として利用されています。 

・屋外トイレはふれあいドーム付近に２００５年度に建築されましたが、それ以外にも公

園内には５つの屋外トイレが存在しますが、いずれも劣化が進んでいます。 

・全般的に劣化の進行が目立っており、東日本大震災による損傷が残存している箇所も見

られます。各施設の利用状況、近隣の類似施設との機能分担を考慮しながら、大規模改

修の検討を進めていく必要があります。 
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管理棟（パークギャラリー） フラワーパーク交流館 

フラワーパーク切り花温室 リフレッシュ施設 

フラワーパーク果菜温室 フラワーパーク鉢花温室 
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ふるさと広野館 宿泊棟 

広野勤労者総合スポーツ施設 清明館 
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直売所 サイクルセンター 

屋外トイレ 
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② 各施設の状態 

図表４－２９ 品質面：建物性能 

基礎情報 品質面：建物性能 

施設名称 
施設用途 
中分類 

避難所
指定 

耐震性能 老朽化状況 

耐震 
補強 

評 
価 

代表 
建築 
年度 

経過 
年数 

法定
耐用
年数 

老朽化 
状況 

評 
価 

広野町二ツ沼総合公園 
（管理棟） 

公園 無 新 5.0  1991 28 47 59.6% 3.0  

広野町二ツ沼総合公園 
（フラワーパーク交流館） 

公園 無 新 5.0  2000 19 34 55.9% 3.0 

広野町二ツ沼総合公園 
（フラワーパーク果菜温室） 

公園 無 新 5.0  2000 19 24 79.2% 2.0 

広野町二ツ沼総合公園 
（フラワーパーク鉢花温室） 

公園 無 新 5.0  2000 19 24 79.2% 2.0 

広野町二ツ沼総合公園 
（フラワーパーク切り花温室） 

公園 無 新 5.0  2000 19 24 79.2% 2.0 

広野町二ツ沼総合公園 
（リフレッシュ施設） 

公園 無 新 5.0  2003 16 47 34.0% 4.0 

広野町二ツ沼総合公園 
（ふるさと広野館） 

公園 無 新 5.0  1999 20 34 58.8% 3.0 

広野町二ツ沼総合公園 
（宿泊棟） 

公園 無 新 5.0  1990 29 47 61.7% 3.0 

広野町二ツ沼総合公園 
（広野勤労者総合スポーツ施設） 

公園 緊・指 新 5.0  1995 24 34 70.6% 3.0 

広野町二ツ沼総合公園 
（清明館） 

公園 無 新 5.0  1999 20 22 90.9% 2.0 

広野町二ツ沼総合公園 
（直売所） 

公園 無 新 5.0  1998 21 50 42.0% 4.0 

広野町二ツ沼総合公園 
（サイクルセンター） 

公園 無 新 5.0  1990 29 47 61.7% 3.0 

広野町二ツ沼総合公園 
（屋外トイレ） 

公園 無 新 5.0  2005 14 31 45.2% 4.0 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

   4.3     2.6 

避難所指定 緊：指定緊急避難場所 指：指定避難所 
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品質面：建物性能 

主体構造 大規模改修状況 福祉性能 省エネ性能 建物点検結果 合計 類型 

主体 
構造 

評 
価 

状況 
評 
価 

対応 
評 
価 

対応 
評 
価 

結果 
評 
価 

評 
価 

区
分 

内容 

RC 5.0  未実施 1.0 5 項目 5.0  未対応 1.0  296.00 3.0  23.0  3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

S 3.0 未実施 1.0 5 項目 5.0 未対応 1.0  324.00 4.0 22.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

軽鉄 3.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0  353.33 5.0 20.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

軽鉄 3.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0  318.33 4.0 19.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

軽鉄 3.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0  333.33 5.0 20.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

RC 5.0 未実施 1.0 4 項目 5.0 未対応 1.0  297.00 3.0 24.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

S 3.0 未実施 1.0 5 項目 5.0 未対応 1.0  248.00 1.0 19.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

RC 5.0 未実施 1.0 3 項目 4.0 未対応 1.0  299.00 3.0 22.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

S 3.0 未実施 1.0 4 項目 5.0 未対応 1.0  280.00 3.0 21.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

W 1.0 未実施 1.0 5 項目 5.0 未対応 1.0  322.00 4.0 19.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

RC 5.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0  307.00 4.0 23.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

RC 5.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0  227.50 1.0 19.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

S 3.0 未実施 1.0 2 項目 3.0 未対応 1.0  342.00 5.0 22.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

 4.4  1.9  3.2  2.2  3.1 21.8     

主体構造 RC：鉄筋コンクリート造 S：鉄骨造 軽鉄：軽量鉄骨造 W：木造 

 

 

 

 

 

 



82 

図表４－３０ 財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

施設名称 

財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

延床面積 
<㎡> 

施設 
総コスト 
<千円> 

過去 3 年の 
平均利用者数 

 <人>  

利用者当たり総コスト 

利用者当たり 
総コスト 
 <円/人> 

偏差値 評価 

広野町二ツ沼総合公園
*17 

6,091.21  39,327  25,921.7 1,517  44.6 2.0 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

 17,039 13,252.9 1,157  2.3 

*17 偏差値が - の箇所は外れ値のため算出対象外となります（平均値も対象外としています） 

 

図表４－３１ 二軸評価  

施設名称 

二軸評価 

品質面 財政面・供給面 

ランク 区分 内容 評価 
平均 

評価平均 

広野町二ツ沼総合公園
*18 

3.0  2.7 C-2 改善 
施設性能と費用対効果、両方の改善を
検討する 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

3.1 2.8    

*18 広野町二ツ沼総合公園の品質面評価平均は建物の平均点となります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４－３２ 対策の優先順位の条件 

施設名称 

対策の優先順位の条件 

指定 
避難所 

利用 
対象 

耐震 
改修 

自然災害 
早急 
補修 

広野町二ツ沼総合公園 ○          △ 
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財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

1 ㎡当たりコスト 10 ㎡当たり利用者数 合計 

1 ㎡当たり 
総コスト 
<円/㎡> 

偏差値 評価 
10 ㎡当り 
利用者数 
人/10 ㎡ 

偏差値 評価 評価 

6,456 54.2 3.0  42.56  53.2 3.0  8.0 

10,146  
 
 

2.6 35.12  3.4 8.3 

 

 

 

 

 

                                     

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

財

政

＋

供

給

建物性能低い 高い

高
い

低
い

C-3D-2E

B-2C-2D-1

AB-1C-1

平均

施設の特徴 
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（９） その他 

施設数：７施設 延床面積：４，４４２．００㎡ 

 

① 現状と課題 

・農産物加工施設は農産物の加工により農業振興に資することを目的として下北迫に設

置されています。比較的新しい施設のため、更なる有効活用の検討が必要となります。 

・仮設宿泊施設は東日本大震災被災事業者の事業再興の場として下北迫に設置されてい

ます。復旧復興の作業に携わる方々の宿泊施設として利用されており、今後の方向は

復旧復興作業の状況を踏まえて検討していく必要があります。 

・公設商業施設は商業環境維持に資することを目的として下北迫に設置されています。

イオンをメインテナントとして多くの住民に利用されています。 

・公衆トイレは五社山への観光客、箒平地区の地域振興、広野駅を中心としたまちづく

りを目的としてそれぞれ設置されています。広野駅西口トイレ以外は町の中心部から

離れた場所にあるため、清掃等の日常的な管理が課題となっています。 

・文化交流複合施設は下浅見川に設置されていた旧広野幼稚園園舎の有効活用策として、

新たなコミュニティの場、町民の憩いの場として整備するものです。ただし建物は劣

化がかなり進んでおり、一部地盤の沈下、屋上の滞水が顕著に見られます。設備も便所

など使用禁止とされている箇所もあります。また敷地は急傾斜特別警戒区域・警戒区

域内となっているため、継続的な利用には慎重な検討が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
広野町農産物加工施設 広野町仮設宿泊施設（ホテルリーブス） 
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文化交流複合施設（旧広野幼稚園） 

公設商業施設（ひろのテラス） 五社山トイレ 

箒平地区トイレ 広野駅西口トイレ 
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② 各施設の状態 

図表４－３３ 品質面：建物性能 

基礎情報 品質面：建物性能 

施設名称 
施設用途 
中分類 

避難所
指定 

耐震性能 老朽化状況 

耐震 
補強 

評 
価 

代表 
建築 
年度 

経過 
年数 

法定
耐用
年数 

老朽化 
状況 

評 
価 

広野町農産物加工施設 産業系施設 無 新 5.0  2010 9 24 37.5% 4.0  

広野町仮設宿泊施設 産業系施設 無 新 5.0  2014 5 22 22.7% 5.0 

公設商業施設 産業系施設 無 新 5.0  2015 4 50 8.0% 5.0 

五社山トイレ 産業系施設 無 新 5.0  2013 6 31 19.4% 5.0 

箒平地区トイレ 産業系施設 無 新 5.0  2010 9 15 60.0% 3.0 

広野駅西口トイレ 産業系施設 無 新 5.0  2018 1 38 2.6% 5.0 

文化交流複合施設 
（旧広野幼稚園） 

その他 無 済 3.0  1975 44 47 93.6% 2.0 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

   4.3     2.6 

 

図表４－３４ 財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

施設名称 

財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

延床面積 
<㎡> 

施設 
総コスト 
<千円> 

過去 3 年の 
平均利用者数 

 <人>  

利用者当たり総コスト 

利用者当たり 
総コスト 
 <円/人> 

偏差値 評価 

広野町農産物加工施設*19 275.00  不詳 不詳 - - - 

広野町仮設宿泊施設*19 1,996.00  不詳 不詳 - - - 

公設商業施設*19 1,154.00  24,637 不詳 - - - 

五社山トイレ*19 25.00  不詳 不詳 - - - 

箒平地区トイレ*19 25.00  不詳 不詳 - - - 

広野駅西口トイレ*19 20.00  不詳 不詳 - - - 

文化交流複合施設 
（旧広野幼稚園）*20 

947.00  662 0.0 - - 1.0 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

 17,039 13,252.9 1,157  2.3 

*19 文化交流複合施設以外は平均利用者数不詳のため、算出対象外となります 

*20 偏差値が - の箇所は外れ値のため算出対象外となります（平均値も対象外としています） 



87 

 

 

品質面：建物性能 

主体構造 大規模改修状況 福祉性能 省エネ性能 建物点検結果 合計 類型 

主体 
構造 

評 
価 

状況 
評 
価 

対応 
評 
価 

対応 
評 
価 

結果 
評 
価 

評 
価 

区
分 

内容 

軽鉄 3.0  不要 5.0 2 項目 3.0  未対応 1.0  314.00 4.0 25.0  4 
機能面で改善の余地があ
る施設 

W 1.0 不要 5.0 1 項目 2.0 未対応 1.0  335.00 5.0 24.0 4 
機能面で改善の余地があ
る施設 

RC 5.0 不要 5.0 4 項目 5.0 未対応 1.0  331.25 5.0 31.0 4 
機能面で改善の余地があ
る施設 

鉄骨 5.0 不要 5.0 2 項目 3.0 未対応 1.0  343.00 5.0 29.0 4 
機能面で改善の余地があ
る施設 

W 1.0 不要 5.0 4 項目 5.0 未対応 1.0  375.00 5.0 25.0 4 
機能面で改善の余地があ
る施設 

RC 5.0 不要 5.0 3 項目 4.0 未対応 1.0  375.00 5.0 30.0 4 
機能面で改善の余地があ
る施設 

SRC 5.0 計画有 2.0 未対応 1.0 未対応 1.0  132.00 1.0 15.0 3 
大規模改修等の検討が必
要となる施設 

 4.4  1.9  3.2  2.2  3.1 21.8     

主体構造 SRC：鉄骨鉄筋コンクリート造 RC：鉄筋コンクリート造 鉄骨：鉄骨コンクリート造 

軽鉄：軽量鉄骨造 W：木造 

財政面：施設コスト・供給面：利用状況 

1 ㎡当たりコスト 10 ㎡当たり利用者数 合計 

1 ㎡当たり 
総コスト 
<円/㎡> 

偏差値 評価 
10 ㎡当り 
利用者数 
人/10 ㎡ 

偏差値 評価 評価 

- - - - - - - 

- - - - - - - 

21,380 - - - - - - 

- - - - - - - 

- - - - - - - 

- - - - - - - 

699 60.8 4.0 0.00 34.7 1.0 6.0 

10,146  
 
 

2.6 35.12  3.4 8.3 
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図表４－３５ 二軸評価 

施設名称 

二軸評価 

品質面 財政面・供給面 

ランク 区分 内容 評価 
平均 

評価平均 

広野町農産物加工施設*21 3.6  - - - - 

広野町仮設宿泊施設*21 3.4 - - - - 

公設商業施設*21 4.4 - - - - 

五社山トイレ*21 4.1 - - - - 

箒平地区トイレ*21 3.6 - - - - 

広野駅西口トイレ*21 4.3 - - - - 

文化交流複合施設 
（旧広野幼稚園） 

2.1 2.0 E 要見直し 
施設性能と費用対効果、両方の見直
しが必要である 

施設平均 
(集会施設・消防・防災除く) 

3.1 2.8      

*21 文化交流複合施設以外は平均利用者数不詳のため、評価対象外となります 

 

図表４－３６ 対策の優先順位の条件 

施設名称 

対策の優先順位の条件 

指定 
避難所 

利用 
対象 

耐震 
改修 

自然災害 
早急 
補修 

広野町農産物加工施設            

広野町仮設宿泊施設       

公設商業施設    
（ひろのテラス） 

      

五社山トイレ       

箒平地区トイレ       

広野駅西口トイレ       

文化交流複合施設 
（旧広野幼稚園） 

   ○ 急傾斜特別警戒区域・警戒区域内 ○ 
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1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

財

政

＋

供

給

建物性能低い 高い

高
い

低
い

C-3D-2E

B-2C-2D-1

AB-1C-1

平均

施設の特徴 

・農産物加工のための厨房・加工室等を設置 

・ホテルリーブス 

・ひろのテラス（イオン広野店） 

・五社山登山口付近にあり 

・第４分団ポンプ置き場（４－４）、箒平地区集会所に隣接 

・広野駅西口にあり 

・園庭跡には遊具が残っています 
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 ２ 公共施設の配置について 

広野町の公共施設の配置については以下の通りとなっています。 

町の主要な公共施設は役場を中心として下北迫南部、中央台、下浅見川に集中しており、コ

ンパクトにまとまったかたちとなっています。 

また町の北東部にある二ツ沼公園にはレクリエーション施設が点在しており、楢葉町にま

たがるＪヴィレッジにはサッカー場クラブハウス、サッカー支援センターがあります。 

町内各地区には集会所と消防団屯所・ポンプ小屋が立地しており、地区におけるコミュニテ

ィと消防活動の拠点として機能しています。ただし集会所については一部地区で近接してい

るところも見られます。 

ハイキングや観光などを目的とする来訪者の利便を図るため、公衆便所が町内に３か所設

けられています。 

 

図表４－３７ 広野町全域 
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図表４－３８ 公共施設の配置図（北部） 

 

図表４－３９ 公共施設の配置図（中心部） 
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図表４－４０ 公共施設の配置図（南部） 

 
 

図表４－４１ 公共施設の配置図（山間部） 
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第５章 公共施設の維持保全について 

１ 公共施設の維持保全に向けた考え方について 

（１）点検診断の実施に関する考え方 

  建築物・機械設備に関しては、法定点検（官公庁施設の建設等に関する法律第１２条・建築

基準法第１２条に基づく定期点検）が義務付けられていますが、本町が保有するすべての建物

が対象ではなく、また点検周期も建築物の敷地及び構造については３年以内ごととなってい

ます。 

 このため、予防保全を適切に実施していくためには、法定点検に加え、各施設所管部署の職

員による簡易的な定期点検を行うことが必要になります。 

 簡易的な定期点検は、点検項目とその評価のための点検マニュアルに沿って行います。マニ

ュアルは、職員が目視で各施設の現状を調査できるようにポイントをまとめており、調査後は

その結果を基に評価を行い、修繕・改修実施の優先順位を決定します。 

 本計画の各公共施設の状況でも建物性能評価の一項目として点検結果を反映させています

が、今後も継続的に定期点検を重ね、事後予防保全を実施し、修繕履歴・費用等を蓄積するこ

とで公共施設マネジメントを着実に実行していくこととしています。 

 

図表５－１ 定期点検の主な対象項目 

主な項目 点検診断の対象部位等 

屋上・屋根 屋上表面、排水口、屋上設置物、雨樋等 

外壁・軒裏・庇 仕上げ材、塗装、タイル、シーリング等 

基礎・土台 基礎コンクリート、土台等 

外部建具 窓、扉、門等 

内部 天井、内壁、床、点検口、アスベスト等 

外部・外構 バルコニー、階段・廊下、舗装、側溝、フェンス等 

電気設備 発電設備、受変電設備、コンセント、照明器具等 

給排水 トイレ、洗い場、受水槽等 

ガス コンロ、ガスボンベ、ガス管等 

空調 室内機、室外機、本体等 

排煙 排煙窓、排煙窓操作器等 

消防 誘導灯、防火扉、シャッター等 

昇降機 昇降機 
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（２）長寿命化の対象施設の検討基準 

  公共施設の建物については、これまで施設が劣化して不具合が発生してから修繕を行う「事

後保全」方式の維持管理を行ってきました。しかし「事後保全」方式は、老朽化が顕在化して

から、あるいは施設が使用不可となってから対応することから、経年による劣化が速く、標準

的な使用可能期間よりも改修や建て替えまでの期間が短くなる傾向があります。 

今後は定期点検の実施と適切な時期に修繕・改修を行う「予防保全」方式の維持管理に移行

することで施設を長寿命化していくことを目指します。 

  長寿命化の対象施設については、施設の点検・診断結果等に基づき不具合の状況に加えて、

施設の安全性や必要性、構造や規模等を踏まえた検討を行います。 

 

図表５－２：長寿命化の対象施設の検討フロー（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安全性 
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更新・建て替え 

他施設への移転 

長寿命化 

改修など 

個別に対応を 

検討 

除却など 

高い 

大規模な RC 造

施設など 

簡易構造 

小規模内施設 
低い 不良 

良好 

ニーズが高く 

今後とも継続 

可 

不可 

利用が少ない

施設、当初の

設置目的を終

えた施設など 

機能移転 

（他施設の活用） 

民間施設の活用など 

施設の廃止 
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２ 目標耐用年数の考え方について 

  国土交通省が官庁施設に対して行っている「長寿命化に向けた取組」では、「長寿命化改修」 

の推進として、既存施設の平均使用年数について、現状の約４０年から６５年程度へ伸ばすこ

とを目指すとされています。 

本町ではこの考え方に基づき、公共施設の建物については６５年を目標耐用年数として設

定します。 

 

３ 長寿命化等に基づく対策費用について 

  本計画期間内に要する対策費用の概算については、次の通りとなります。 

この対策費用については、平成３１年版建築物のライフサイクルコスト第２版（国土交通省

大臣官房官庁営繕部監修 （一財）建築保全センター）ＬＣＣ計算プログラムを用いて試算を

行っています。 

（１）既存施設をすべて維持・更新する場合の将来更新等費用の試算結果 

  既存施設をすべて維持し続け、建物の法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省

令）で更新を行った場合、２０６０年度までに公共施設の修繕・建て替え等に必要な将来更新

等費用は、平均約６．４４億円／年と試算されます。 

  将来更新等費用と東日本大震災前５年間・直近５年間のそれぞれの平均投資額（将来更新可

能額）を比較すると、東日本大震災前５年間と比較した場合、２０６０年度までに平均６．４

４億円／年－平均１０．６６億円／年＝平均４．２２億円の差額が生じます。直近５年間と比

較すると、２０６０年度までに平均６．４４億円／年－平均１８．４５億円／年＝平均１２．

０１億円の差額が生じます。なお、いずれの５年間の平均投資額ともに道路などのインフラ資

産を含んだ額であることに留意が必要です。 

  また、将来更新等費用の状況を期別に見ると、第Ⅰ期に平均約７．０８億円／年の将来更新

等費用が必要になると試算されます。 

  

図表５－３：東日本大震災前５年間の平均投資額 

年度 2006 2007 2008 2009 2010 平均 

維持補修費 57,460  49,403  46,460 52,011  47,603  50,587 

投資的経費 1,528,730 1,098,589  667,523 881,972  899,898 1,015,342 

合計 1,586,190  1,147,992 713,983  933,983  947,501 1,065,930 

出典 広野町決算統計（各年度） 単位：千円 
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図表５－４：直近５年間の平均投資額 

西暦 2015 2016 2017 2018 2019 平均 

維持補修費 61,235  32,388  217,700  127,795  158,529 119,529 

投資的経費 2,039,352 2,061,735 1,793,452  1,795,892  938,820  1,725,850  

合計 2,100,587 2,094,123 2,011,152 1,923,687  1,097,349 1,845,380  

出典 広野町決算統計（各年度） 単位：千円 

 

図表５－５ 既存施設をすべて維持、更新する場合の将来更新等費用の試算結果 

 
※耐用年数が経過している施設は２０２１年度にすべて建て替えるものとして試算 

 

図表５－６ 期別将来更新等費用 
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期 期間 
将来更新等費用 

（千円） 
年平均 

第Ⅰ期 2021～2030 年 7,080,128 約 7.08 億円/年 
第Ⅱ期 2031～2040 年 8,252,192 約 8,25 億円/年 
第Ⅲ期 2041～2050 年 4,481,166 約 4.48 億円/年 
第Ⅳ期 2051～2060 年 5,959,316 約 5.96 億円/年 
通期 2021～2060 年 25,772,803 約 6.44 億円/年 
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（２）施設の再編、長寿命化する場合の将来更新等費用の試算結果 

将来更新等費用の削減に向けて、施設分類別の再編に向けた方針に沿った施設の再編を実

施し、さらに前述の考え方に基づく長寿命化を図る場合、２０６０年度までに平均約０．０４

億円／年の将来更新等費用の削減が見込まれます。 

 また、各期別に見ると、第Ⅰ期に平均約５．１８億円／年の将来更新等費用が必要になり、

長寿命化前と比べ約１．９０億円／年の削減が見込まれます。 

  今後の対策としては、長寿命化を実施することで対策費用を削減し、将来の人口動態を見据

えつつ、施設の縮小、複合化・集約化、統廃合による建て替え対象建物の削減についての検討

を長期的な視点で着実に進めていきます。 

図表５－７ 施設の再編、長寿命化を実施した場合の将来更新等費用の試算結果 

 
図表５－８ 期別将来更新等費用 

 

 

 

 

 

 

 
※各項目の金額は、単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。 
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期 期間 
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（千円） 
年平均 削減効果 

第Ⅰ期 2021～2030 年 5,181,604 約 5.18 億円/年 約 1.90 億円/年減 

第Ⅱ期 2031～2040 年 6,023,888 約 6.02 億円/年 約 2.23 億円/年減 

第Ⅲ期 2041～2050 年 6,735,980 約 6.74 億円/年 約 2.25 億円/年増 

第Ⅳ期 2051～2060 年 7,688,705 約 7.69 億円/年 約 1.73 億円/年増 

通期 2021～2060 年 25,630,177 約 6.41 億円/年 約 0.04 億円/年減 
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４ 公共施設マネジメントによる将来世代の負担軽減効果 

 東日本大震災前５年間・直近５年間と今後１０年間の将来更新等費用の年平均額を、東日

本大震災前５年間・直近５年間のそれぞれの人口の平均値と、広野町まち・ひと・しごと創

生総合戦略の将来人口推計結果で示されている人口推計値を使い、町民一人当たりの負担額

を試算してみると、施設の再編、長寿命化を実施した場合、実施しない場合と比較して約５

万３千円の負担減が見込まれます。 

 

図表５－９ 一人当たり将来更新等費用（東日本大震災前５年間平均との比較） 

 2006～2010 
年度の年平均 

2021～30 
年度の年平均 

差額 

実施しない 約 19 万 2 千円 約 19 万 6 千円 約 4 千円増 

実施 約 19 万 2 千円 約 14 万 3 千円 約 4 万 9 千円減 

差額 - 約 5 万 3 千円減  - 

 

図表５－１０ 一人当たり将来更新等費用（直近５年間平均との比較） 

  
2015～2019 
年度の年平均 

2021～30 
年度の年平均 

差額 

実施しない 約 37 万 4 千円 約 19 万 6 千円 約 17 万 8 千円減 

実施 約 37 万 4 千円 約 14 万 3 千円 約 23 万 1 千円減 

差額 - 約 5 万 3 千円減  - 
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第６章 計画の推進に向けて 

 １ 基本方針 

本計画は、上位計画である「第五次広野町町勢振興計画」「広野町公共施設等総合管理計画」

等に基づき、以下の事項を基本方針とします。 

（１）安全の確保 

公共施設等は、安全を最優先とした整備と管理運営に努める必要があります。 

旧耐震基準の公共施設については、計画的に耐震診断・耐震改修、更新などを進めます。 

また、法定点検に加え各施設所管部署の職員による簡易的な定期点検を実施し、陥没、損

傷など、生命・身体に危険をおよぼす可能性が判明した公共施設は速やかに立入制限、応急

修繕などの措置を図ります。 

（２）維持管理等の実施方針 

旧耐震基準建築物については、耐震診断を実施し、診断結果を踏まえ、費用や利用状況等

を考慮して耐震改修や大規模改修を実施します。耐震性を保有していない建物については、

耐震化にかかる費用や利用状況等も考慮しながら複合化や統合・廃止、規模縮小等を検討し

ます。 

耐震性の認められた施設や既に耐震化が行われている施設は機能維持に向けた定期点検を

行い、その結果に基づき評価後優先順位を決定し計画的な修繕・改修を実施します。 

新耐震基準建築物については、定期点検結果に基づき評価後優先順位を決定し、計画的な

修繕・改修を実施する「予防保全型の維持管理」を行います。 

既に大規模改修の実施時期を迎えている施設や利用者の多い施設など優先順位の高い施設

は劣化調査を実施のうえ、修繕や大規模改修を検討します。また修繕の実施や劣化状況に応

じて建築後３０年を目安に大規模改修を検討するとともに、利用状況等も考慮しながら複合

化の可能性を併せて検討します。 

建築後１５～２０年が経過している施設については屋上防水や外壁の劣化を目安に劣化調

査を検討し、長期使用を前提とした定期点検、修繕・改修を実施します。 

（３）統廃合や廃止の推進 

将来推計人口を踏まえ、人口規模にあった公共施設の統廃合や廃止による健全財政の推進

と懸念される町民サービス低下に対し、定期点検の結果で得られた施設の状況や利用者数の

動向などを総合的に勘案し、統廃合や廃止を適宜検討し施設の有効活用を図ります。施設更

新の際は、単一機能での施設の建て替えではなく、機能集約・複合化を検討します。 
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 ２ 計画推進のための体制構築について 

本計画の着実な推進のためには、定期的な施設の点検の実施とその評価、計画的な修繕・

改修の実施、施設の維持管理コスト・利用状況の動向を把握することが欠かせません。これ

らの事項を考慮し、担当課だけではなく全庁的な情報共有体制、取組体制の構築を行ってい

きます。 

具体的には、予防保全型の維持管理を実施するために必要とされる公共施設維持補修基金

や町債などを活用した中長期的な財政措置や、定期的な点検調査の継続した実施、点検調査

の結果に基づく対策や今後の方向を検討するための仕組みづくりに向けて、各公共施設を維

持管理する担当部署、政策担当部署と財政担当部署との情報の共有化と連携を図るために部

局横断的な取組の検討や計画の評価、改訂を行う庁内横断の検討組織づくりを推進します。

また財政管財担当部署では公共施設等の情報を管理・収集し、本計画の進ちょく管理・評価

等を集約します。また、職員一人ひとりの意識啓発にも努めていきます。 

 

図表６－１ 体制のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

庁内横断の検討組織 

財政管財担当部署 政策担当部署

・・・ 

各公共施設維持管理担当部署 

施設維持管理、定期点検実施等 

総合企画 

町勢振興計画 

公共施設情報管理集約 

個別施設計画進ちょく管理 

財政措置 

情報共有 

健康福祉課 こども家庭課 建設課 教育委員会 
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３ 個別施設計画の方針の実現に向けたアクションプランについて 

個別施設計画の方針の実現に向けたアクションプランは、計画策定→維持保全→再編・建

替検討の３段階で進めることを想定しています。 

  第１段階として本計画で策定された内容について、庁内・町民・議会で課題を共有するこ

とで本計画の趣旨と目的の理解を得られるよう周知を図ります。第２段階として、定期的な

点検調査による施設の状態の把握や修繕対応を進め、長寿命化を推進していくとともに、発

生コスト・利用者数の推移など財政・供給面からの現状把握を進めていきます。第３段階と

して、再編が必要と考えられる施設、建替時期が近付いた施設について今後の方向性を検討

し、町民との合意形成を図るとともに、現状に基づいた本計画の時点修正等を含めた見直し

に取り組みます。 
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 ４ 施設ごとの今後の対策内容と実施時期について   

  施設ごとの今後の対策内容と実施時期については次の通りとなります。 

（１） 今後の対策内容     

図表６－２ 施設ごとの今後の対策内容 

区
分 施設名称 所管課の意見 

学
校
教
育
系 

広野小学校校舎 継続 増築改修 

１ 校舎全体の外壁改修 
 外壁に使用している貼りタイルが経年で壁から浮き上がって
おり、落下の可能性が高まっているため、タイルを貼っている
壁を重点的に改修する。 
２ グラウンド 
 風でグラウンド表土が少しずつ削られてきており、現在表面
全体が堅く締まった状態となっており、児童が怪我をしやすい
状態にある。表土を重機でかき起こし、土入れを行うことで左
記の状態を解消する。 
３ プール 
 材質が FRP で出来ており、経年劣化が著しい。割れ、穴が
大きくなり修繕不能になる前に他材質に変更し、給排水機能も
変更する。 
 

広野中学校校舎 継続 建替 

１ 校舎全体 
 建物の材質であるコンクリートの寿命が限界を迎えてお
り、軒天等からコンクリート片が大きく崩れてくるようにな
った。大規模改修での抜本的な解決は見込めず、要所的な修
繕にとどまるため、将来的には建替を検討する。 
 

広野町学校給食 
共同調理場 

継続 改修 

改修を検討する。（内部の改修） 
・調理室全体の配水方式をドライ式に変更する。 
 現在、給食施設の床は水や湯を機器から床下の配水管へ直
接流し配水するドライ方式が主流となっており、食中毒並び
に害虫の発生防止、調理員の転倒防止等の効果が見込める。 
・施設内水栓を自動水栓に変更する。 
 直接手で触れないため、二次汚染を防止できる。 
 
 

文
化
系 

折木地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める。 

上北迫地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める。 

亀ヶ崎地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める。 
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施設の更新に関する方針 

建物の性能維持に関する 
考え方・方向性 

維持管理経費の節減に関する 
考え方・方向性 

利用者数、稼働率等の向上に関する
考え方・方向性 

大規模改修を実施し、建物・施設の
安全性を担保する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

節水設備などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

児童の安全安心に最大限配慮した施
設の整備、維持管理を行う。 

１ 校舎 
 天井に係る防水処理を実施する。
（過去に実施済みのため、再度実施
となる。） 
 その他、修繕が必要な箇所が発生
次第、適宜修繕対応し、大規模な修
繕は実施しない。 

建替え時には高断熱化、再生可能エ
ネルギーの活用、雨水・排水再利用
など環境性能を高めた建物・設備の
導入を検討し、省エネ性能の向上を
目指す。 

生徒の安全安心に最大限配慮した施
設の整備、維持管理を行う。 

内部改修を適宜実施することで、施
設の最適化を図るとともに外壁等が
寿命に到達するまで使用可能な状態
を確保する。 
 
 
 
 

LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

安全な給食の提供のため、引き続き
衛生的な施設の整備、維持管理を行
う。 

耐震改修含め今後の大規模改修に向
けた検討を行う。 

LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 
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区
分 施設名称 所管課の意見 

文
化
系 

広洋台地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

小松地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

桜田地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

下浅見川地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

下北迫地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

正木内地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

舘地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

田の神地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

築地地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

東下地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

長畑地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

苗代替地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

二本椚地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

浜田地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

箒平地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

南沢地区集会所 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

広野町公民館 継続 維持管理 
2014 年度に大規模改修実施、引き続き施設や設備の老朽化部
分の改修と維持管理を進める 
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施設の更新に関する方針 

建物の性能維持に関する 
考え方・方向性 

維持管理経費の節減に関する 
考え方・方向性 

利用者数、稼働率等の向上に関する
考え方・方向性 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 省エネエアコンなどの導入により省
エネ性能の向上を目指す。 

町民の文化の振興と福祉の増進の拠
点として引き続き町民が利用しやす
い環境整備に努める。 
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区
分 施設名称 所管課の意見 

文
化
系 

浅見生活改善センター 継続 維持管理 
施設や設備の老朽化部分の改修と維持管理を進める 

ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
系 

広野町サッカー場 
クラブハウス 

継続 改修 
JFA アカデミー福島の広野町での活動再開に対応した改修を実
施する 

広野町サッカー場 
サッカー支援センター 

継続 改修 
JFA アカデミー福島の広野町での活動再開に対応した改修を実
施する 

広野町中央体育館 継続 維持管理 
2013 年度に大規模改修実施、引き続き維持管理を進める 

広野町築地ヶ丘体育館 廃止 取壊し 
解体に向けた準備を進める 

総合グランド 継続 維持管理 
引き続き維持管理を進める 

子
育
て
支
援 

広野こども園 継続 現状維持 
維持・保全管理を徹底し、現状維持を図る 

広野町児童館 継続 現状維持 
維持・保全管理を徹底し、現状維持・長寿命化を図る 

保
健
・
福
祉 

広野町老人福祉 
センター 

継続 維持管理 
利用者の安全性や利便性を確保するため、施設や設備の老朽化
部分の改修と維持管理を進める 

広桜荘 継続 維持管理 
利用者の安全性や利便性を確保するため、施設や設備の老朽化
部分の改修と維持管理を進める 

広野町保健センター 継続 維持管理 
引き続き予防保全的な維持管理を推進するとともに、認定こど
も園や児童館が隣接している状況も踏まえ、複合的な機能活用
と維持管理に努める 

行
政
系 

広野町役場庁舎 継続 維持管理 
引き続き役場庁舎の耐震性の確保を図るとともに、適切な維持
管理に努める 

ポンプ分団屯所 継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 

第 1 分団屯所 継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 

第 2 分団屯所 継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 

第 2 分団ポンプ置き場
（2-2） 

継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 

第 2 分団ポンプ置き場
（2-3） 

継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 
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施設の更新に関する方針 

建物の性能維持に関する 
考え方・方向性 

維持管理経費の節減に関する 
考え方・方向性 

利用者数、稼働率等の向上に関する
考え方・方向性 

耐震改修含め今後の大規模改修に向
けた検討を行う。 

LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

地域コミュニティ活動の拠点として
引き続き地区住民が利用しやすい環
境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

JFA アカデミー福島の活動に資する
ために必要な整備を行う。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

JFA アカデミー福島の活動に資する
ために必要な整備を行う。 

耐震改修含め経年劣化に対応した対
策を検討する。 

引き続き光熱水費の低減に努める スポーツ施設として引き続き町民が
利用しやすい環境整備に努める。 

－ － － 

維持・保全管理を徹底し、現状維持を
図る 

LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

スポーツ施設として引き続き町民が
利用しやすい環境整備に努める。 

維持・保全管理を徹底し、現状維持を
図る 

引き続き光熱水費の低減に努める 子育て支援施設として安心して利用
できる環境整備に努める。 

維持・保全管理を徹底し、現状維持を
図る 

照明器具の LED 化を進める 子育て支援施設として安心して利用
できる環境整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

利用者が安心して利用できる環境整
備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

利用者が安心して利用できる環境整
備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

近隣施設と複合的な機能活用を目指
した取り組みを行う。 

耐震改修含め今後の大規模改修に向
けた検討を行う。 

引き続き光熱水費の低減に努める 執行機関・行政手続窓口として引き
続き利用者が利用しやすい環境整備
に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 
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区
分 施設名称 所管課の意見 

行
政
系 

第 3 分団屯所 継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 

第 4 分団屯所 継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 

第 4 分団ポンプ置き場
（4-2） 

継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 

第 4 分団ポンプ置き場
（4-3） 

継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 

第 4 分団ポンプ置き場
（4-4） 

継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 

第 5 分団屯所 継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 

第 5 分団ポンプ置き場
（5-2） 

継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 

第 6 分団屯所 継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 

第 6 分団ポンプ置き場
（6-2） 

継続 維持管理 
災害・火災時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行
う 

防災備蓄倉庫 継続 維持管理 
災害時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行う 

水防倉庫 継続 維持管理 
災害時の重要な防災機能拠点として適切な維持管理を行う 

公
園 広野町二ツ沼総合公園 継続 維持管理 

適切に修繕、維持管理していくとともに、本町のシンボルの一
つとして魅力ある公園施設としての運用を図る 

そ
の
他 

広野町農産物加工施設 継続 維持管理 
引き続き現状の施設を適切に修繕、維持管理していく 

広野町仮設宿泊施設 縮小 譲渡 
「ふたばプロジェクト」への譲渡を検討していく 

公設商業施設 継続 維持管理 
引き続き現状の施設を適切に修繕、維持管理していく 

五社山トイレ 継続 維持管理 
引き続き現状の施設を適切に修繕、維持管理していく 

箒平地区トイレ 継続 維持管理 
引き続き現状の施設を適切に修繕、維持管理していく 
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施設の更新に関する方針 

建物の性能維持に関する 
考え方・方向性 

維持管理経費の節減に関する 
考え方・方向性 

利用者数、稼働率等の向上に関する
考え方・方向性 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害・火災発生時に迅速に対応でき
るよう機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害発生時に迅速に対応できるよう
機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 引き続き光熱水費の低減に努める 災害発生時に迅速に対応できるよう
機能を維持する。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

イベントの実施や既存施設の活用な
どにより魅力ある施設を目指す。 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

設備の有効活用の検討を進める。 

－ － － 

予防保全型の維持管理を推進する。 LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

引き続き利用者が利用しやすい環境
整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 節水設備などの導入により省エネ性
能の向上を目指す 

引き続き利用者が利用しやすい環境
整備に努める。 

予防保全型の維持管理を推進する。 節水設備などの導入により省エネ性
能の向上を目指す 

引き続き利用者が利用しやすい環境
整備に努める。 
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区
分 施設名称 所管課の意見 

そ
の
他 

広野駅西口トイレ 継続 維持管理 
引き続き現状の施設を適切に修繕、維持管理していく 

文化交流複合施設 
（旧広野幼稚園） 

継続 用途変更 
学校教育施設から社会教育施設に変更する。 
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施設の更新に関する方針 

建物の性能維持に関する 
考え方・方向性 

維持管理経費の節減に関する 
考え方・方向性 

利用者数、稼働率等の向上に関する
考え方・方向性 

予防保全型の維持管理を推進する。 節水設備などの導入により省エネ性
能の向上を目指す 

引き続き利用者が利用しやすい環境
整備に努める。 

施設利用目的を集約し、目的にあっ
た施設内部を構築する。 

LED 照明などの導入により省エネ性
能の向上を目指す。 

多くの利用が見込めるような施設と
なるよう検討を進める。 
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（２） 対策の実施時期  
 図表６－３ 施設ごとの対策の実施時期  

       大規模改修実施時期（建築後 20・30・40 年）   

区
分 施設名称 

第Ⅰ期（2021～2030 年度） 第Ⅱ期（2031～2040 年度）  

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40   

学
校
教
育
系 

広野小学校校舎 
（校舎） 

                                          

広野小学校校舎 
（体育館） 

                                      

広野中学校校舎 
（校舎） 

                  
  

                      

広野中学校校舎 
（実習棟） 

                                          

広野中学校校舎 
（体育館） 

 
                                        

広野町学校給食 
共同調理場 

    
  

                                    

文
化
系 

折木地区集会所                                           

上北迫地区集会所                                 
  

  

亀ヶ崎地区集会所                                     

広洋台地区集会所                                           

小松地区集会所                                           

桜田地区集会所                                           

下浅見川地区集会所                                           

 

 

 

 

検討・判断→ 
長寿命化等 

検討・判断→ 
建替・改修等 
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    建て替え実施   取壊し実施                 

 第Ⅲ期（2041～2050 年度） 第Ⅳ期（2051～2060 年度） 
備考 

  41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 

            
  

                              

            
  

 
                            

      

 
                                    

  

 
                                        

                     
  

                    

               

 

  

 
                      

    
  

                                    

  
  

                                        

            
  

                              

                               

 

        
  

            
  

                    

 
        

      

 

                                    

      
  

                

 
                  

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

2061 年度 
建築後 65 年経過 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 
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       大規模改修実施時期（建築後 20・30・40 年）   

区
分 施設名称 

第Ⅰ期（2021～2030 年度） 第Ⅱ期（2031～2040 年度）  

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40   

文
化
系 

下北迫地区集会所                                     
 
 

    

正木内地区集会所                                     
 
 

    

舘地区集会所                                           

田の神地区集会所                                           

築地地区集会所                                     

東下地区集会所                                      

長畑地区集会所                                     
 
 

    

苗代替地区集会所                                           

二本椚地区集会所                               
 
 

          

浜田地区集会所                                           

箒平地区集会所 
 
 

                                        

南沢地区集会所                                           

広野町公民館                                   
  

      

浅見生活改善 

センター 
                                  

 
 

  
  

  

 

 

 

検討 
・判断 
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    建て替え実施   取壊し実施                 

 第Ⅲ期（2041～2050 年度） 第Ⅳ期（2051～2060 年度） 
備考 

  41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 

 
 

        
  

                                

 
 

          
  

                              

                    
 
 

                    
  

      
 
 

  
  

                                

                          
  

                

                                     
  

  
  

 
 

                                      
    

                        
  

            

 
 

        
  

                                

        
  

                             

        
  

                                  

                
  

                          

  

 

                                        

 
 

  
                                       

 

 

 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

2063 年度 
建築後 65 年経過 

2063 年度 
建築後 65 年経過 

2065 年度 
建築後 65 年経過 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

建替・ 
改修等 
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       大規模改修実施時期（建築後 20・30・40 年）   

区
分 施設名称 

第Ⅰ期（2021～2030 年度） 第Ⅱ期（2031～2040 年度）  

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40   

ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
系 

広野町サッカー場 
クラブハウス 

 

                         
 
 

        

広野町サッカー場 
サッカー支援セン
ター 

  
  

                                 

広野町中央体育館 
 
 

                                
  

      

広野町築地ヶ丘 
体育館 

  
                                  

総合グランド                                     

子
育
て
支
援 

広野こども園                                     

広野町児童館                                     

保
健
・
福
祉 

広野町老人福祉 
センター 

                                     

広桜荘                                      

広野町保健 
センター 

                                     

行
政
系 

広野町役場庁舎 
（旧庁舎） 

    
 
 

                 
  

                

広野町役場庁舎 
（新庁舎） 

                                    

広野町役場庁舎 
（書庫） 

                                     

ポンプ分団屯所                                     

 

 

 

取
壊 

検討 
・判断 

改
修 

改
修 

検討・判断→ 
建替・改修等 
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    建て替え実施   取壊し実施                 

 第Ⅲ期（2041～2050 年度） 第Ⅳ期（2051～2060 年度） 
備考 

  41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 

 
 

                                          

                                            

  
                                          

                                      

      
  

                                    

                                            

                           
  

              

    
  

                                      

                                      
  

  
  

                           
  

              

                                            

                
  

                          

                                      
  

  
  

                          
  

                

 

 

 

検討・判断→ 
建替・改修等 

建替・ 
改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

2063 年度 
建築後 65 年経過 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

2064 年度 
建築後 65 年経過 

検討 
・判断 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 
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       大規模改修実施時期（建築後 20・30・40 年）   

区
分 施設名称 

第Ⅰ期（2021～2030 年度） 第Ⅱ期（2031～2040 年度）  

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40   

行
政
系 

第 1 分団屯所                                     

第 2 分団屯所                                     

第 2 分団ポンプ 
置き場（2-2） 

                                    

第 2 分団ポンプ 
置き場（2-3） 

 
 

                                        

第 3 分団屯所             
 
 

                            

第 4 分団屯所                                           

第 4 分団ポンプ 
置き場（4-2） 

                                          

第 4 分団ポンプ 
置き場（4-3） 

 
 

                                        

第 4 分団ポンプ 
置き場（4-4） 

 
 

                                        

第 5 分団屯所 
 
 

                                        

第 5 分団ポンプ 
置き場（5-2） 

 
 

                                        

第 6 分団屯所 
 
 

                                        

第 6 分団ポンプ 
置き場（6-2） 

 
 

                                        

防災備蓄倉庫 
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    建て替え実施   取壊し実施                 

 第Ⅲ期（2041～2050 年度） 第Ⅳ期（2051～2060 年度） 
備考 

  41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 

        
  

                                  

        
  

                                  

        
  

                                  

          
  

            
 
 

                  

                                            

          
  

                          

          

 

                     

                                
  

        
  

        
  

                                  

                                
  

          

                                  
  

        

          
  

                                

          
  

                                

                                            

 

 

 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

2061 年度 
建築後 65 年経過 

2061 年度 
建築後 65 年経過 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 
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       大規模改修実施時期（建築後 20・30・40 年）   

区
分 施設名称 

第Ⅰ期（2021～2030 年度） 第Ⅱ期（2031～2040 年度）  

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40   

行
政
系 

水防倉庫                                     

公
園 

広野町二ツ沼総合公園 
（管理棟） 

                                    

広野町二ツ沼総合公園 
（フラワーパーク交流
館） 

                                    

広野町二ツ沼総合公園 
（フラワーパーク果菜
温室） 

 
 

                                        

広野町二ツ沼総合公園 
（フラワーパーク鉢花
温室） 

            
 
 

                            

広野町二ツ沼総合公園 
（フラワーパーク切り
花温室） 

                                          

広野町二ツ沼総合公園 
（リフレッシュ施設） 

                                          

広野町二ツ沼総合公園 
（ふるさと広野館） 

 
 

                                        

広野町二ツ沼総合公園 
（宿泊棟） 

 
 

                                        

広野町二ツ沼総合公園 
（広野勤労者総合スポ
ーツ施設） 

 
 

                                        

広野町二ツ沼総合公園 
（清明館） 

 
 

                                        

広野町二ツ沼総合公園 
（直売所） 

 
 

                                        

広野町二ツ沼総合公園 
（サイクルセンター） 

 
 

                                        

広野町二ツ沼総合公園 
（屋外トイレ） 
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    建て替え実施   取壊し実施                 

 第Ⅲ期（2041～2050 年度） 第Ⅳ期（2051～2060 年度） 
備考 

  41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 

                                        
    

                      
  

                   

                                        
    

                        
 
 

              
    

                                        
    

                                    
  

                                

                                      
  

  
  

                       
  

                  

                                  
  

        

                                      

 

 
  

                                    

 

    
  

                     
  

                    

                                            

 

 

 

2065 年度 
建築後 65 年経過 

2064 年度 
建築後 65 年経過 

2064 年度 
建築後 65 年経過 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討・判断→ 
建替・改修等 

検討 
・判断 

2065 年度 
建築後 65 年経過 

2065 年度 
建築後 65 年経過 

2065 年度 
建築後 65 年経過 

2065 年度 
建築後 65 年経過 

検討 
・判断 

検討・判断→ 
建替・改修等 

2063 年度 
建築後 65 年経過 
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       大規模改修実施時期（建築後 20・30・40 年）   

区
分 施設名称 

第Ⅰ期（2021～2030 年度） 第Ⅱ期（2031～2040 年度）  

21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40   

そ
の
他 

広野町農産物加工
施設 

 
 

                                        

広野町仮設宿泊施
設 

 
 

                                        

公設商業施設 
 
 

                                        

五社山トイレ 
 
 

                                        

箒平地区トイレ 
 
 

                                        

広野駅西口トイレ 
 
 

                                        

文化交流複合施設 
（旧広野幼稚園） 

 
 

                          
  

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討・判断→ 
建替・改修等 

改
修 
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    建て替え実施   取壊し実施                 

 第Ⅲ期（2041～2050 年度） 第Ⅳ期（2051～2060 年度） 
備考 

  41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 
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５ 計画のフォローアップ 

本計画は計画（ＰＬＡＮ）→実施（ＤО）→検証（ＣＨＥＣＫ）→改善（ＡＣＴＩＯＮ）

のＰＤＣＡサイクルに沿って進め、その内容に基づき随時計画のフォローアップ（進行管

理）を実施します。 

定期点検、維持補修は毎年度の予算に基づき実施されることから、ＰＤＣＡサイクルは１

年間を１つのサイクルとして考えて実施します。また「広野町町勢振興計画」「広野町公共施

設等総合管理計画」の見直しや定期的な点検調査結果、発生コスト・利用者数の推移や社会

情勢等の変化も考慮しながら必要に応じて計画の見直しを行います。 

 

図表６－４ フォローアップ（進行管理）の実施方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＰＬＡＮ】計画 

・計画策定／見直し 

・対策優先順位、内容検討／見直し 

・定期点検計画策定／見直し 

【ＡＣＴＩＯＮ】改善 

・今後の対策 

・改善策立案 

【ＣＨＥＣＫ】検証 

・実行結果確認 

・計画内容との比較 

・計画未達の要因分析 

【ＤО】実施 

・定期点検実施、修繕、利用状況確認 

・公共施設改修、集約統合 

・発生コスト確認、施設カルテ更新 

上位計画 
○第五次広野町町勢振興計画      ○広野町復興計画（第二次） 
○広野町国土利用計画（第二次）    ○広野町まち・ひと・しごと創生総合戦略 
○広野町教育大綱           ○第二次広野町教育ビジョン 
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６ 情報の蓄積と管理 

  本計画の実施に伴い収集された情報は、計画のフォローアップおよび今後の施設の管理を

行ううえで重要な資料となりますので、次の通り管理を行います。 

  施設の定期点検結果は、点検シートに記録を行い、修繕が必要な箇所についてとりまとめ対

処を行います。 

  修繕、大規模改修、増改築、取壊しを行った際には保全計画シートに実施年度と費用を記録

します。 

  施設にかかる維持管理コスト、利用者数については年度ごとにその数値を施設カルテに記

載します。 

  また、施設の所在や情報については地理情報システム（ＧＩＳ）で管理を行い、航空写真

などほかの地図と合わせて参照できるようにします。 
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資料編 
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資料１ 人口動態 
（１）本町における住民基本台帳人口・世帯・１世帯当たりの人員 

年 住民基本台帳人口 世帯 1 世帯当たりの人員 

1989 5,533  1,535  3.6  

1990 5,545  1,552  3.6  

1991 5,564  1,574  3.5  

1992 5,517  1,564  3.5  

1993 5,594  1,610  3.5  

1994 5,676  1,642  3.5  

1995 5,754  1,677  3.4  

1996 5,817  1,720  3.4  

1997 5,874  1,748  3.4  

1998 5,921  1,791  3.3  

1999 5,945  1,807  3.3  

2000 5,930  1,825  3.2  

2001 5,957  1,863  3.2  

2002 5,930  1,846  3.2  

2003 5,823  1,843  3.2  

2004 5,719  1,818  3.1  

2005 5,533  1,791  3.1  

2006 5,607  1,831  3.1  

2007 5,603  1,870  3.0  

2008 5,551  1,901  2.9  

2009 5,519  1,920  2.9  

2010 5,418  1,810  3.0  

2011 5,315  1,911  2.8  

2012 5,242  1,906  2.8  

2013 5,220  1,944  2.7  

2014 5,143  1,961  2.6  

2015 5,136  2,069  2.5  

2016 5,071  2,110  2.4  

2017 4,901  2,069  2.4  

2018 4,790  2,083  2.3  

2019 4,802  2,170  2.2  

2020 4,754  2,187  2.2  

各年９月末日現在 
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（２）現居住者人口・帰還率、将来推計人口 

年 
現居住者人口 

将来推計人口 
帰還率 住民基本台帳人口 現居住者人口時点 

2012 493  9.4% 5,242  2012/9/20 

2013 1,183  22.7% 5,220  2013/9/26 

2014 1,679  32.6% 5,143  2014/9/23 

2015 2,281  44.4% 5,136  2015/9/17 

2016 2,834  55.9% 5,071  2016/9/28 

2017 4,019  82.0% 4,901  2017/9/25 

2018 4,147  86.6% 4,790  2018/9/30 

2019 4,209  87.7% 4,802  2019/9/30 

2020 4,247  89.3% 4,754  2020/9/30 

2025 3,446        

2030 3,167        

出典 

現居住者人口（２０１２～２０２０年）：広報ひろの 

帰還率：現居住者人口÷住民基本台帳人口 

将来推計人口（２０２５・２０３０年）：広野町まち・ひと・しごと創生総合戦略 
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資料２ 財政状況 
（１）歳入状況 

年度 地方税 地方交付税 その他一般財源 地方債 国庫支出金 

2006 2,660,935  10,566  179,179  286,000  250,048  

2007 2,467,504  15,533  118,431  219,000  61,958  

2008 2,212,013  15,000  109,565  113,900  189,447  

2009 2,038,606  68,312  105,446  288,000  333,583  

2010 1,951,976  88,902  103,431  297,400  556,243  

2011 1,124,860  2,087,823  106,311  168,600  761,091  

2012 1,585,960  1,289,554  95,764  223,000  4,301,973  

2013 1,588,881  939,598  96,069  422,300  1,355,072  

2014 3,155,452  1,578,360  101,737  16,400  1,951,950  

2015 3,160,800  698,130  144,985  0  2,307,614  

2016 2,891,535  622,804  123,116  34,800  1,061,306  

2017 2,856,614  758,838  126,782  92,300  970,310  

2018 2,511,210  531,241  132,012  146,500  604,157  

2019 2,547,139  535,259  138,904  0  259,420  

出典 広野町決算統計（各年度） 単位：千円 

（２）歳出状況 

年度 人件費 物件費 維持補修費 扶助費 補助費等 

2006 696,828  540,733  57,460  106,578  494,581  

2007 682,399  560,708  49,403  128,303  408,818  

2008 682,495  542,623  46,460  137,371  493,922  

2009 680,833  577,016  52,011  147,673  541,861  

2010 635,685  531,508  47,603  227,506  440,795  

2011 660,286  1,340,211  31,297  397,409  402,314  

2012 642,184  10,048,920  71,163  191,295  502,934  

2013 685,272  4,487,465  48,519  196,146  487,662  

2014 634,700  4,488,122  69,946  227,996  811,187  

2015 677,881  9,978,889  61,235  197,525  1,127,665  

2016 698,335  5,580,610  32,388  222,976  1,580,975  

2017 719,364  2,408,468  217,700  208,944  1,064,151  

2018 702,738  1,266,571  127,795  206,217  1,254,151  

2019 686,519  1,097,457  158,529  229,874  747,332  

出典 広野町決算統計（各年度） 単位：千円 
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都道府県支出金 その他特定財源 合計 

1,009,351  401,547  4,797,626  

797,845  264,358  3,944,629  

469,861  562,637  3,672,423  

276,472  843,248  3,953,667  

274,720  604,700  3,877,372  

1,553,546  940,487  6,742,718  

8,589,108  2,034,375  18,119,734  

3,963,006  2,843,065  11,207,991  

3,885,076  2,113,293  12,802,268  

9,228,169  2,778,215  18,317,913  

4,901,123  3,577,636  13,212,320  

2,250,158  2,185,922  9,240,924  

718,881  2,352,026  6,996,027  

624,625  1,335,817  5,441,164  

  

 

投資的経費 公債費 
積立金・投資及び
出資金・貸付金 

繰出金 合計 

1,528,730  290,848  436,159  465,380  4,617,297  

1,098,589  306,454  81,387  462,526  3,778,587  

667,523  303,490  124,128  447,910  3,445,922  

881,972  292,309  55,475  477,106  3,706,256  

899,898  170,516  78,641  498,899  3,531,051  

621,545  371,070  882,080  1,104,490  5,810,702  

1,176,318  234,301  2,926,959  609,927  16,404,001  

2,135,585  235,075  1,193,499  641,114  10,110,337  

2,613,329  336,927  980,459  1,239,982  11,402,648  

2,039,352  184,387  1,503,977  960,945  16,731,856  

2,061,735  189,609  946,528  481,808  11,794,964  

1,793,452  207,458  1,096,579  583,695  8,299,811  

1,795,892  214,278  439,597  479,370  6,486,609  

938,820  221,964  236,689  482,878  4,800,062  

  



132 

資料３ 各施設（施設分類別）の利用実績の推移 
区分 施設名称 2017 年度 2018 年度 2019 年度 平均 

学
校
教
育
系 

広野小学校校舎 32,277  34,307  36,946  34,510.0  

広野中学校校舎 20,300  16,646  18,473  18,473.0  

広野町学校給食共同調理場 812  812  812  812.0  

文 
 

化 
 

系 

折木地区集会所 0 34 6 13.3 

上北迫地区集会所 0 13 10 7.7 

亀ヶ崎地区集会所 39 40 14 31.0 

広洋台地区集会所 0 164 169 111.0 

小松地区集会所 0 23 25 16.0 

桜田地区集会所 0 124 121 81.7 

下浅見川地区集会所 23 23 18 21.3 

下北迫地区集会所 38 42 37 39.0 

正木内地区集会所 0 23 23 15.3 

舘地区集会所 14 16 10 13.3 

田の神地区集会所 0 7 4 3.7 

築地地区集会所 0 113 38 50.3 

東下地区集会所 12 7 10 9.7 

長畑地区集会所 0 0 24 8.0 

苗代替地区集会所 0 15 43 19.3 

二本椚地区集会所 25 20 18 21.0 

浜田地区集会所 197 166 0 121.0 

箒平地区集会所 不詳 不詳 不詳 不詳 

南沢地区集会所 不詳 不詳 不詳 不詳 

広野町公民館 865 766 703 778.0 

浅見生活改善センター 13 17 10 13.3 

ス
ポ
ー
ツ
・ 

レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン

系 

広野町サッカー場クラブハウス 不詳 不詳 不詳 不詳 

広野町サッカー場サッカー支援センター 0  0  0  0.0  

広野町中央体育館 19,290  27,948  12,327  19,855.0  

広野町築地ヶ丘体育館 0 0 0 0.0 

総合グランド 60  60  90  70.0  

子
育
て

支
援 

広野こども園*1 - - 26,663  26,663.0  

広野町児童館*2 13,636  13,920  不詳 13,778.0  

保
健
・ 

福
祉 

広野町老人福祉センター*3 不詳 不詳 不詳 1,099.0  

広桜荘*3 不詳 不詳 不詳 5,310.0  
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区分 施設名称 2017 年度 2018 年度 2019 年度 平均 

保健福祉 広野町保健センター*2 5,978  5,765  不詳 5,871.5  

行 
 

政 
 

系 

広野町役場庁舎 20,570  20,086  19,118  19,924.7  

ポンプ分団屯所 9 9 9 9.0 

第 1 分団屯所 15 14 15 14.7 

第 2 分団屯所 18 17 16 17.0 

第 2 分団ポンプ置き場（2-2） 18 17 16 17.0 

第 2 分団ポンプ置き場（2-3） 18 17 16 17.0 

第 3 分団屯所 8 8 8 8.0 

第 4 分団屯所 13 13 13 13.0 

第 4 分団ポンプ置き場（4-2） 13 13 13 13.0 

第 4 分団ポンプ置き場（4-3） 13 13 13 13.0 

第 4 分団ポンプ置き場（4-4） 13 13 13 13.0 

第 5 分団屯所 17 17 17 17.0 

第 5 分団ポンプ置き場（5-2） 17 17 17 17.0 

第 6 分団屯所 14 15 15 14.7 

第 6 分団ポンプ置き場（6-2） 14 15 15 14.7 

防災備蓄倉庫 5 5 5 5.0 

水防倉庫 5 5 5 5.0 

公園 広野町二ツ沼総合公園 26,478  25,060  26,227  25,921.7  

そ 
 

の 
 

他 
広野町農産物加工施設 不詳 不詳 不詳 不詳 

広野町仮設宿泊施設 不詳 不詳 不詳 不詳 

公設商業施設（ひろのテラス） 不詳 不詳 不詳 不詳 

五社山トイレ 不詳 不詳 不詳 不詳 

箒平地区トイレ 不詳 不詳 不詳 不詳 

広野駅西口トイレ 不詳 不詳 不詳 不詳 

文化交流複合施設（旧広野幼稚園）*4 11,977  14,616  0  0.0  

※数値は利用人数 ただし文化系施設は利用回数 

*1 2019 年度開園のため平均値は 2019 年度の数値とする 

*2 2019 年度の利用実績不詳のため平均値は 2017・2018 年度の 2 か年とする 

*3 2017～2019 年度の利用実績不詳のため平均値は 2016 年度の利用実績とする 

*4 2017・2018 年度は広野幼稚園の利用実績のため、文化交流複合施設としての平均値は 2019 年度の数値とする 
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資料４ 公共施設将来更新等費用試算の考え方 
 
 本計画で行った公共施設更新等費用試算の考え方については、次の通りとなります。 
 

（１）計算プログラム 
公共施設更新等費用の試算は、平成３１年版建築物のライフサイクルコスト第２版（国土交

通省大臣官房官庁営繕部監修（一財）建築保全センター）LCC 計算プログラムを用いて行っ
ています。 

 
（２）計算条件 

  計算条件は、次の通りとなります。 
 ・使用年数    ：６５年 
 ・モデル建物   ：用途と延床面積に応じて４つのモデルを使用 

①学校（校舎） 
 学校施設及びそれに準ずる施設に適用 
 ・広野小学校校舎 
 ・広野中学校校舎、実習棟 
 ・広野町学校給食共同調理場 
 ・広野こども園 
 ・文化交流複合施設（旧広野幼稚園） 
②学校（体育館） 
 体育館に適用 
 ・広野小学校体育館 
 ・広野中学校体育館 
 ・広野町中央体育館 
 ・広野町築地ヶ丘体育館 
 ・広野町二ツ沼総合公園広野勤労者総合スポーツ施設 
③小規模事務庁舎 
 上記以外で延床面積が１，５００㎡未満の建物に適用 
④中規模事務庁舎 

上記以外で延床面積が１，５００㎡以上の建物に適用 
 ・計算方式    ：床面積入力法 
 ・保全方式    ：既存施設をすべて維持・更新する場合の対策費用 
           →（予防保全＋事後保全）－予防保全のみ 
           施設の再編、長寿命化する場合の対策費用 
           →（予防保全＋事後保全） 
 ・外部足場    ：加算する 
 ・閾値      ：２０％ 
 ・共通費率    ：３０％ 
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 ・地域別工事費指数：福島県 １０３ 
 ・消費税率    ：１０％ 
 ・割引率     ：０．００％ 
 ・新築コスト   ：各建物の税抜取得価額÷延床面積 
 ・光熱水コスト  ：建物の規模、機械設備の状況に応じ設定 
           集会所、消防防災施設は過去３年の実績値平均を設定 
           集会所７１６円／㎡、消防防災施設３７円／㎡ 
 ・修繕等コスト  ：施設の建築・電気設備・機械設備の設置状況に応じ設定 
 ・維持管理コスト ：建物の規模、施設の建築・電気設備・機械設備の設置状況に応じ設定

※上記以外は既定値を使用 
 

（３）既存施設をすべて維持・管理する場合の将来更新等費用の試算結果 
このケースでは事後保全のみを実施し、建物の法定耐用年数が到達した時点で建て替えを

行った場合の費用を試算しています。 
  事後保全のみを実施したときの費用は、予防保全＋事後保全の金額から予防保全のみの金

額を控除した額となります。 
 なお、２０２０年度の時点で既に法定耐用年数が到達している建物については、すべて２
０２１年度に建て替えを実施したものとして試算を行っています。 

 
（４）施設の再編、長寿命化する場合の対策費用の試算結果 
 このケースでは予防保全と事後保全により、建物の長寿命化を実施し、建築から６５年が
経過した時点で建て替えを行った場合の費用を試算しています。 
 このときの費用は、予防保全＋事後保全の金額としています。 
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資料５ 個別施設計画・公共施設マネジメントに関する国の通知等について 
 
 個別施設計画・公共施設マネジメントに関する国の通知等については、次の通りとなりま
す。 
 

①インフラ長寿命化基本計画 
（２０１３年１１月 インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議） 

②公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について（２０１４年４月２２日総務省） 
③公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の策定について 

（２０１４年４月２２日 総務省） 
④公共施設マネジメントの一層の推進について（２０１６年１１月７日 総務省） 
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